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（午前１０時００分開議）

○議長（井上久嗣君） ただいまの出席議員は全員であります。

これより本日の会議を開きます。

────────────────────────────────────────

○議長（井上久嗣君） ここで事務局長から諸般の報告をいたします。

○議会事務局長（穴田義文君） 御報告申し上げます。

本日の議事日程は一般質問であります。

以上で報告を終わります。

────────────────────────────────────────

○議長（井上久嗣君） それでは、これより議事に入ります。

日程第１、一般質問を行います。

議長の手元まで一般質問通告書を提出された方は９名であります。あらかじめ決定しており

ます順序に従い、順次質問を許します。

５番 加納由美子議員。

○５番（加納由美子君）（登壇） まずは、つくも水郷公園について伺います。

士別市内には合計28の公園があります。園内には池があり、遊具も充実し、ゴーカートやパ

ークゴルフ場、キャンプ場としても人気があるのが当施設です。４年前には３億9,000万円を

かけ大規模な改修事業が行われました。その後、市民はもとより各地からも利用者が集まるす

ばらしい公園になり、市民自慢の施設の一つです。以前は公園の中央を車道が貫き、車がいつ

来るか分からず、保護者は子供たちの動きと車を気にしていました。今は車両が進入禁止とな

り、安心して遊ばせられる場所となっています。

池の水は一度全て抜き、流れをつくり、水の美しさを保っていると伺います。池の水は天塩

川から給水していると伺います。秋頃には水が濁っているとの声が寄せられました。様々な事

情があると推測されますが、どのような取決めがあり、給水しているのでしょうか。

また、コロナ禍の影響もあり、キャンプ場はコロナ前と比べ利用者が急増していると感じま

す。その中で幾つか気になる点があり、質問いたします。

まずは、敷地内に建っている旧サイクリングターミナルです。現在は使われておらず、窓や

ドアには防犯と建物維持対策のため鉄板が打ちつけられています。美しい公園の中にあって、

景観を損ねていると感じる人は多いはずです。さらに、サイクリングターミナルへの案内看板

が今も表記されています。現在は閉館中の施設であり、看板は外すべきだと感じます。当館の

閉館に至る経緯については過去に多くの議員が質問し、議場で協議されました。それでも現在

の状況に至り、とても残念でなりません。当市のホームページ等を活用する、またはクラウド

ファンディングの方法もあります。全国に呼びかけるなどの方法は試みたのでしょうか。今後

の計画をお聞かせください。

パークゴルフ場は、愛好者から評判がよくないのは御存じかと思います。近くにすばらしい
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パークゴルフ場があるにもかかわらず、あえて４年前の改修工事のときに組み込まれたのは、

市民の声を反映してのことでしょう。しかし、最近の使用状況はどうなのでしょうか。個人で

来て楽しむ初心者向けとなっているようです。芝の状態も悪いので別の場所で楽しんでいる愛

好家が多いとすれば、今後もパークゴルフ場として継続する考えなのかを伺います。継続する

のであれば、環境整備に力を入れるべきです。将来的に別の使用方法を考えるならば、ドッグ

ランを希望する声もあり、計画的に市民の声を聴き、改善を考えていくべきだと思いますが、

いかがでしょうか。

キャンプ場は、市内も含め各地でにぎわっています。それぞれが特色を出し、ニーズに応え

た設備を整え、手ぶらを売りにしている場所もあります。一方、当施設は市が管理する公園敷

地内であり、使用料もかからない、自然を最大限に生かした空間です。物価高が来年も続くと

予想される中で、無料というのは大きな魅力です。お金をかけずに家族の時間を楽しみ、思い

出をつくる場所として来年以降もにぎわう場所となることでしょう。

アイスクリームを以前はゴーカート売場で販売していましたが、今は扱っていません。来年

も扱う予定がないのであれば、自販機の設置はいかがでしょうか。そのほか、地域性を生かし

たものやキャンプ場の中長期的滞在者向けの自販機があると利用者にとってはありがたいと考

えます。

以上で１つ目の質問を終えます。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 渡辺市長。

○市長（渡辺英次君）（登壇） 加納議員の御質問にお答えします。

初めに、つくも水郷公園の池の水の管理についてです。

池の水の濁りは、気温の上昇に伴い水温が上がる際に発生する藻が原因であるため、再整備

以前から水の流れを促す循環ポンプを設置していましたが、再整備では水質改善を図るため、

かんがい用水施設を利用した天塩川の水利使用許可を河川管理者である北海道開発局から取得

し、５月１日から８月29日まで河川水を引き込み、池の水の循環を図っています。

次に、旧サイクリングターミナルについてです。

本施設は、施設の老朽化に伴う維持管理経費の増加が懸念されるとともに、収支の改善や安

定的な経営に課題があることから、令和３年10月から休業するとともに、翌年３月には総合的

に施設の在り方を検討した結果、用途を廃止するとの決断に至ったところです。

今後の活用については、本施設が都市公園であるつくも水郷公園内にあることから、都市公

園法に基づいた活用が求められます。同法の手続により、民間事業者による整備や運営も不可

能ではありませんが、運動施設や遊戯施設のほか、飲食店や売店などの便益施設など公園利用

者の利便性向上につながるものでなければならないといった利用の制限があることや、底地が

財務省の所管であることなどから、民間事業者による活用が難しい状況にあります。このこと

から、本施設については、今後、解体撤去することを想定していますが、実施時期については

財政健全化実行計画を踏まえて検討したいと考えます。
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また、つくも水郷公園内にある本施設の案内看板については、現在サイクリングターミナル

から別施設へ表記を変更することにより有効活用できるよう調整中です。

次に、パークゴルフ場についてです。

パークゴルフ場の最近の利用状況については、コロナ禍の影響もあり団体利用は少ないです

が、公園を利用する家族やキャンパーの利用のほか、毎日のように利用されている方も見受け

られますので、今後もレジャー施設としてパークゴルフ場を継続していく考えであります。

また、芝の管理については、再整備後も目土や種まき等の補植作業を行ってきましたが、昨

年の雨不足の影響もあり、芝が根づいていないところが目立っていますので、引き続き補植作

業を行い、環境整備に努めてまいります。

最後に、今後の利用環境の整備については、子供から大人まで楽しめる憩いの広場として充

実を図るため、利用者からの意見を集めるボックス等を管理棟に設置し、市民の声を反映した

公園の魅力づくりに努めてまいります。

以上申し上げ、答弁といたします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 加納議員。

○５番（加納由美子君） ４年前に改修工事が行われて、その後、時代に合わせて何年か置きに見

直しをするという計画はありますか。

以上です。

○議長（井上久嗣君） 千葉建設水道部長。

○建設水道部長（千葉靖紀君） お答えいたします。

４年前に整備が終わったばかりでございますので、今、定期的に何年後何年後という計画は

立てておりませんけれども、先ほど答弁申し上げましたように、まずは市民の意見を常に伺っ

ていくということと、それから、公園の長寿命化という部分の計画もございますので、その辺

を織り込んだ上で将来的な計画を先に考えていきたいと考えております。

以上です。

○議長（井上久嗣君） 加納議員。

○５番（加納由美子君）（登壇） では、２つ目の質問をさせていただきます。

全ての人が利用しやすい庁舎と、士別らしさが感じられ、親しまれる庁舎について伺います。

令和２年５月に開庁した新庁舎は、市民アンケートや来庁者アンケート、市民検討委員会な

ど、多くの市民意見を反映し、５つの基本方針の下、整備が進められました。基本方針の１つ

には、士別らしさが感じられ、親しまれる庁舎があり、11月８日にはコロナ禍によって延期さ

れていた松井エイコ氏による壁画も完成し、お披露目がされたところです。

平成28年の本庁舎整備基本計画書では、基本方針の士別らしさが感じられ、親しまれる庁舎

とは、地域の活力向上やコミュニティー活動のさらなる活性化を図るため、庁舎が市民と行政

の協働による活動を支える拠点となり、市民が気軽に足を運び、様々な情報交換や交流が可能

となるよう、明るく市民に親しまれる庁舎としています。しかし、市役所は、仕事等でいつも
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来る人は限られており、多くの市民は手続をする場所と感じています。そのため、引っ越し、

各種手続や相談事がある場合に来庁します。行き慣れない場所は入りづらいと感じるのは普通

の感覚です。でも、受付担当の方はいつも親切で市民から好評です。新庁舎の開庁時はコロナ

禍の最中にあり、大きなセレモニーやイベントの開催も難しかったことと思いますが、今後コ

ロナと共存した社会生活を送る中では、少しずつ基本方針に向かった取組が必要だと考えます。

そこで提案です。入り口の外に、雪のない間だけでよいので、ベンチか椅子を置くのはいか

がでしょうか。待ち合わせの場合、建物内に１人で入りづらい人もいます。用意した書類が入

っているかを確認するために、椅子があればそこで確認し、安心して庁舎に入れます。入り口

通路にある消毒液を１つ増やして受付の人が座っている近くに置くと、手を消毒しながら受付

の人と挨拶するだけでも気持ちが落ち着くと考えます。

トイレの位置が建物を入って両サイドにあるので分かりづらいのは問題です。公共施設とい

うことを考えた場合、通りすがりの人がトイレに立ち寄れる雰囲気があれば、さらによいと思

います。消毒液の場所の近くには、トイレは１階入り口両側にあるので御自由に御利用くださ

いなどとあれば親切に感じるものです。新庁舎と旧庁舎は現在も使用されており、来庁者はど

ちらの建物に用事があるのか分からず、取りあえず新庁舎に来られる方もいます。雨天時や体

調により、移動も人によっては負担に感じる場合があります。新庁舎の入り口または旧庁舎の

入り口に分かる案内を設置するのはいかがですか。

１階の市民スペースの活用は、事務的なイベントとして使われていますが、使用していない

ときもあります。市内でそれぞれ活動している組織や就労継続支援事業所があります。常駐で

はなくても、時々お店を開く、または展示会場という発想もあるはずです。特に就労継続支援

事業所では、物販を通じて障害者の方々への支援につながるものと思いますが、いかがでしょ

うか。また、博物館で展示されているものの一部や、夏の間に行った、士別の自然や歴史を学

ぶ講座の活動報告などの展示をすることで興味が湧き、もっと見たいと思い、博物館に足を運

ぶ人が増えることも考えられますが、そういった取組はいかがでしょうか。

次に、庁舎整備基本方針の１つ、全ての人が利用しやすい庁舎についてです。

総合案内の設置やワンフロアサービスによって、手続に来られた方にとってとても分かりや

すくなり、私も、７番オレンジの福祉まるごと相談窓口は、子育てや福祉の相談は全てこの窓

口で対応してくれるため、利用者目線に立った、とてもすばらしいものだと日々感じています。

例えば死亡時の手続は、それぞれの窓口で多くの手続が必要になると思います。お悔やみチ

ェックリストにより必要な手続や持ち物等を確認していただき、必要なものを全部そろえて来

られる方もいらっしゃいますし、葬儀会社から、見やすい、分かりやすいなどの声もあります。

御遺族が手続に来た際は、職員と再度チェックリストで確認しながら、手続が必要な窓口へ御

案内しているとのことでありました。

死亡時の手続は、引っ越しや結婚といったライフイベントとは異なり、そのほとんどが前触

れなく訪れ、その手続の対象者が不在で、御遺族が慣れない手続を悲しみのうちに行わなけれ
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ばならず、市役所だけでなく、金融機関等、多くの窓口での手続が必要です。また、御遺族か

らすれば、限られた期間内に手続を終えることが最優先とされ、市役所窓口に対する不満や負

担に対し、思考を巡らせる余裕やフィードバックする余力はないものと考えます。しかしなが

ら、市役所内で多くの手続を行い、同じ書類を何度も書かなければならない状況があるとすれ

ば、御遺族の心労を察した利用者目線で改善余地のある課題だと感じます。

今年度から、様々な視点から業務改革と併せて行政サービスの向上について検証が行われて

いるものと承知しています。改めて市として残された御遺族に少しでも寄り添い、お悔やみ手

続に限ってはワンストップで窓口サービスが提供できないものか見解を求め、この質問を終わ

ります。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 法邑副市長。

○副市長（法邑和浩君）（登壇） ただいまの御質問にお答えします。

初めに、庁舎に入りやすい雰囲気づくりと１階テラスの活用についてです。

新庁舎については、加納議員お話しのとおり、士別市本庁舎整備基本計画において５つの基

本方針を設定し、その方針の１つとして、士別らしさが感じられ、親しまれる庁舎を掲げて整

備を進めてきました。

令和２年５月の開庁時からコロナ禍が続いている中においては、消毒液やアクリルパーティ

ションなどを設置し、来庁者や職員の感染防止に配慮しながら、明るく市民に親しまれる庁舎

を目指しています。また、開庁後には総合案内や案内サインなどへの来庁者アンケートを実施

するなど、より利用しやすい庁舎整備に努めてきたところです。

そこで、議員御提言の屋外へのベンチの設置や消毒液の増設、トイレや本庁舎と第２庁舎の

案内など、さらなる利便性の向上につながる手法については、定期的に施設利用の検証を行い

ながら実施を検討していきたいと考えています。

次に、市民テラスの利用についてです。

これまで、市民テラスの利用については、行政の事務的利用が中心で、市民団体の利用は限

定的となっています。具体的には、利用内容としてはプレミアム商品券の販売や市営住宅の収

入申告、確定申告、選挙の期日前投票所などのほか、男女共同参画のパネル展、博物館の出張

作品展示などで活用してきました。また、市民と職員の打合せや来庁者の休憩などにも利用さ

れています。今後の市民テラスの一般利用については、御提言の就労継続支援事業所の物販も

含め、様々な団体の利用を想定し、事業目的の公共性や公益性などを考慮しながら有効活用に

向けて協議を進めてまいります。

次に、御遺族に寄り添った窓口サービスについてです。

新庁舎では、全ての人が利用しやすい庁舎を目指し、１階フロアに各種窓口サービスの集約

化を図ることで、ほとんどの手続がワンフロアで完結できる体制になりました。お悔やみ手続

においては、お話にありましたとおり、死亡に関する必要な手続や持ち物をまとめたお悔やみ

手続チェックリストを活用し、御遺族の方にとって分かりやすく、負担軽減が図れるよう取り
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組んでいるところです。

お悔やみ手続におけるワンストップ窓口については、昨年の第４回定例会において十河議員

の一般質問で御提言いただき、システムの都合もあり、ワンストップで全ての手続を完結する

ことは難しいとお答えしたところですが、この間、御遺族の視点に立ち、少しでも負担の軽減

が図れる仕組みづくりについて、関係する担当課８課により、現状における課題の洗い出しや

ワンストップでできる方法を検証してきました。その中で、ワンフロアではあるものの、窓口

を何か所も移動している場合や、それぞれの窓口で同様な事柄について確認をしたり記入する

場合などの課題を共有してきました。協議を重ねた結果、事前に来庁者を把握し、必要な書類

の準備や情報収集等をすることができる予約制を導入することで、現状のシステム改修をせず

に対応が可能との判断から、年明け１月中での実施に向け準備を進めているところです。

予約の方法については、デジタル化の視点から、お悔やみ手続チェックリストに二次元コー

ドを表示し、原則としてスマートフォンによる予約申請を考えています。予約した方について

は、総合案内まで来庁いただき、案内した窓口で御遺族の方は移動することなく、関係する職

員が入れ替わり対応することでワンストップ化を実現できるほか、御遺族のサービス面と職員

の事務の効率化の両面で改善ができるものと考えています。

現時点では、予約がない場合については、システムの問題から従来どおり窓口を移動いただ

くことになりますが、なるべく負担を軽減する視点での対応に努めてまいります。議員お話し

のように、死亡の手続はほとんどが前触れなく訪れ、慣れない多くの手続を悲しみの中で行う

必要があることから、今後においても検証を行いながら、引き続き御遺族の目線に立った分か

りやすく利用しやすい窓口サービスに努めてまいります。

以上申し上げ、答弁といたします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 加納議員。

○５番（加納由美子君） どの質問に対しても、御丁寧に思ったような回答がいただけて大変うれ

しく思います。

１つ確認なんですけれども、市民スペースの活用のことなんですけれども、就労継続支援事

業者の方々と協議をしていくという御答弁だったように伺いましたけれども、今後、具体的に

話が進んでいくだろうなと私は思って受け取ったのですけれども、そのことと、あともう一つ

は、最後、ワンストップサービスについては今後ということなので、とても期待を持って受け

止めました。その中で、やはり士別市内にいらっしゃらない方が来て、限られた時間ですると

いうことで、周知に関してはできるだけ広く行っていただけたらなと思います。これはお願い

です。

以上です。

○議長（井上久嗣君） 大橋総務部長。

○総務部長（大橋雅民君） 加納議員の再質問にお答えいたします。

市民テラスの利用についてです。
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先ほど、就労継続支援事業所の物販も含めて公共性、公平性等々を鑑みながら活用について

決めていくといったようなお話をさせていただきました。就労事業所と直接お話をするわけで

はなくて、私どものほうである程度一定の規定をつくる中で、対象になるものか、対象になら

ないものか、そういったところを判断していきたいと思っています。なるべく早い段階で規定

を作成して、周知等を行っていきたいと思っています。

以上です。

○議長（井上久嗣君） 藪中市民自治部長。

○市民自治部長（藪中晃宏君） 再質問にお答えいたします。

御遺族の方々、非常に時間がないですとか、初めてのことで非常に御苦労されるということ

もありまして、これまでもチェックリストを葬儀業者の方にお願いいたしまして、簡単な説明

も含めてお願いをしておりました。そのチェックリストの中に、先ほど答弁申し上げましたＱ

Ｒコードも印字いたしますし、今後、印字されているといったことも含めて、再度葬儀業者の

方に御説明をいたしまして、遺族の方々に伝わるように努めてまいりたいと考えております。

以上です。

○議長（井上久嗣君） ７番 西川 剛議員。

○７番（西川 剛君）（登壇） 通告により、一問一答方式で一般質問を行います。

１つ目は、士別市財政健全化実行計画の進捗についてお聞きします。

少し、計画策定時の議論経過、こちらを振り返りたいと思います。今から２年前の令和２年

10月６日、市議会予算決算常任委員会において、平成29年度から引き続く単年度収支赤字の状

況、財政調整基金の取崩しにより実質収支黒字とはなっているが、この状況が続けば令和４年

度には財政調整基金が枯渇し赤字決算となり、さらに、赤字比率は６年度に早期健全化団体基

準を超え、翌７年度には再生団体基準である20％超えまで上昇することが現実的に見込まれる、

こういった危機的状況とも言うべく本市の財政状況に対し、組織の機構改革や事務事業の再編

など、あらゆる歳出の見直しから抜本的な体質改善を断行することで将来に向かって持続可能

な財政運営基盤を確立する、このことを目標とした士別市財政健全化実行計画案を市は説明を

いたしました。

計画では、令和３年度から７年度までの５か年で一般財源ベースで31億7,300万円の収支不

足額が生じる、また、３年度から11年度までの９年間では49億6,800万円の収支不足が生じる

との財政推計が示されるとともに、３年度から７年度までの31億7,300万円の収支不足に対し、

歳出削減、歳入確保など、10項目の具体的方策によって27億5,800万円の効果額を生み出すと

の計画内容が示されました。

この２年前の10月の説明、こちらにさらに遡り、市が財政健全化実行計画を策定する考えが

初めて示されたのは令和２年第１回定例会、議員の大綱質疑への答弁という形で、３年度から

５か年の財政健全化実行計画を２年度早々に策定する。とりわけ、計画によって実施する内容

の１点目とされたのは、平成30年度から実施している職員適正化計画のさらなる見直し、なお
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かつ、そこからのさらなる人件費の抑制、まずはこれについて計画を立てて取り組んでいくこ

とでした。さらに、別の議員の質問答弁には、経常経費の縮減のためには全ての職員の人件費

に縮減策を実施しない限り解決策はないのだとの見解も示され、私自身は、この令和２年第１

回定例会における議場でのやり取りから、職員数のさらなる減、職員給与の削減ありきの厳し

い計画内容になるのだと受け止めておりました。

ただ、御承知のとおり、令和２年１月には新型コロナウイルス感染症が国内において初確認

された状況もあり、その後、全国一斉学校休業をはじめとする未知なる感染症に対する様々な

施策、地方創生臨時交付金を財源とした感染対策に係る補正予算対応などが優先をされてきま

した。結果、財政健全化実行計画案が市から示されたのは、先ほど触れました10月という状況

でございました。

これ以降、職員団体との交渉、議会では10月23日に２度目の予算決算常任委員会での調査を

実施、市は12月８日に職員団体との交渉を妥結。交渉経過を踏まえ、27億5,800万円の効果額

を27億7,500万円とするなど計画の修正を行い、11日には修正案を議会に提示、12月21日には

市ホームページにおいて、財政の危機に直面している中において、市民の皆様に御協力をいた

だきながらこの計画を進めなければなりません、本市が明るい将来に向かって発展し続けてい

けるよう、財政の健全化を成し遂げてまいりますなど、市民へのメッセージとともに計画を公

表しております。

安定した財政基盤の確立、これは行政サービスの基本中の基本であることは論をまちません。

本市においても、平成17年の合併を受け、翌18年度から22年度の士別市行財政改革大綱実施計

画、財政健全化計画並びに定員適正化計画、23年度から26年度においては、士別市財政運営方

針、27年度から29年度、中期財政フレーム、そして30年度から令和７年度においては、新たな

まちづくり総合計画の着実な実施の前提となっている士別市行財政運営戦略と、これまでもそ

の時々において、財政確立の取組方針により、言わば切れ目なく歳入歳出削減改革が行われて

きました。

平成30年度からの行財政運営戦略では、適正な定員管理で８年間での職員数減、事業アセス

メントサイクルによる物件費、補助費の毎年２％削減、補助金ガイドライン策定による補助基

準の見直し、公共施設マネジメント基本計画による公共施設の縮減などに取り組まれ、また、

この戦略以外にも個別計画を策定するなどの各種見直しによって、平成28年度、令和２年度、

使用料、手数料見直し、平成30年度、令和４年度、水道料金改定、令和元年度、家庭ごみ有料

化と、広範に市民負担をお願いしているものも多くあります。

だからこそ、これら様々な取組を行ってもなお財政危機を招いてしまった。市はこの反省の

上に立って士別市財政健全化実行計画を策定しました。計画における財政収支見込みは決算ベ

ースかつ性質別で計画されており、その計画進捗は当該年度の決算後でなければ評価できない

といった、これまでとは一線を画した計画のつくりとなっており、私自身も計画の策定に関し

て多くの質疑を行い、その答弁からも、よっぽどのことがない限りこの計画の見直しはできな
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いのだ、逆に言えば、いわゆる固い計画だと理解しましたし、だからこそ市はこの計画をしっ

かりとやり切る、当時の市の決意を感じていたところです。

このような経過で策定をされました士別市財政健全化実行計画、１つ目の目標は、令和４年

度の公債費ピークによる厳しい状況に対し、財政調整基金を枯渇させず、赤字決算とならない

ようにすること。この点については、昨年度の３年度末、本年５月31日現在の財政調整基金残

高は11億6,073万7,000円、３年度黒字分の半分、３億5,000万円を編入し、15億1,073万7,000

円となっており、このうち今年度決算見込みについての質問も予定をされているようでありま

すけれども、そこで４年度の詳しい数字などは答弁されると思いますが、いずれにせよ厳しい

決算見込みとは聞こえておらず、まずは計画目標の１つ目である４年度決算を想定外、予想外

とも言える財政調整基金残高をもって実質赤字は回避できるということだと思います。

一方で、この計画のもう一つの目標である、単年度収支黒字化についてはいかがでしょうか。

抜本的な体質改善によって黒字化体質を実現、ただし公債費が高い水準である令和９年度まで

は単年度収支黒字は達成できないが、10年度からは黒字化を実現する。計画ではそのようにな

ってございます。この目標は現時点で下降修正してしまったのでしょうか。

10月18日、市は士別市財政健全化実行計画財政推計と具体的方策一部見直しを明らかにしま

した。この資料に関してお聞きをいたします。

まずは、財政推計ですが、令和４年度から11年度までの再推計、結果のみが記されておりま

す。計画の当初の推計では、当時決算見込みであった２年度、計画初年度の３年度、この２か

年を含む推計が行われていますが、今回示された資料では、２年分の実績額は掲載されておら

ず、結果、２年度、３年度の実績がどう評価されているのかが分かりません。２年度、３年度

決算資料、決算委員会に審議に付された資料では既に実績額と計画比較の資料は公表をされて

おります。どうして並べないのでしょうか。

それに加えて、令和３年度決算の黒字を確保したこと、財政調整基金が15億円となったこと

を計画の乖離、具体的方策の見直し理由とされており、５年度からの定員適正化の計画期間延

長、職員給与の独自削減の前倒し終了、４年度の退職手当債の借入れ停止を行うとされており、

４年度から11年度までの財政推計、再推計についても、今申し上げた具体的方策見直し後の推

計が記されております。

本来であれば、計画１年目の令和３年度の決算を踏まえ、まずは計画期間、計画どおり実施

すれば当初見込みを上回る結果が得られる、これを再推計によって明らかにした上で、具体的

方策一部見直しができるか検討するというのがあるべき順番ではないかと思いますが、10月の

資料では、ある意味、見直しありきという内容になっています。

加えて、計画時点、当初推計では、先ほども触れたとおり、公債費が高い水準で推移する令

和９年度までは単年度収支黒字とはならず、10年度に黒字化となる計画でございました。この

点、過去の議会においても、７年度までの計画期間と10年度の黒字化、目標達成時期について

指摘があり、答弁でも、推計ではこのような状況だが、早期に収支改善を図ることができるよ
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う実行計画を遂行すると答弁されています。

一方で、今回の見直し後の再推計を見ると、令和10年度は単年度収支赤字となっています。

翌年度、11年度が黒字となっています。具体的方策の見直しによって黒字化目標達成、そのゴ

ールが１年遅れるのはこれまでの約束違反ではないでしょうか。まず、このことに対する見解

を伺います。

さらに、再推計資料について、先ほども申し上げたとおり、令和２年度、３年度実績を加え、

かつ当初推計、再推計の収支比較についても収支合計比較のみならず市税や人件費、物件費な

ど歳入歳出の内訳が比較できる、全てが網羅された資料の公表を求めたいと思いますが、いか

がでしょうか。

さらに、この点に関連して、再推計の見直し方法について伺います。

ただいま求めた資料、私なりに財政健全化実行計画案の議論段階から、平成18年度以降の決

算資料や別途具体的方策の効果額が当時の歳入歳出推計に人件費や物件費に幾らほど影響する

のかを教えていただき、平成18年度から令和11年度までの計画書ベースでの資料を作成しまし

た。令和２年度、３年度の実績額、これをこの作成した資料に当てはめると、この２年間、や

はりコロナによる影響は本当に大きいと思うんですが、一方で、この資料を眺めてみて思う疑

問点が生じましたので、この際お伺いいたします。

まず、10月18日に発出をされました再推計の見直し方法について、その市税についてでござ

います。

令和２年度、３年度決算を踏まえ、４年度以降推計をするとされております。このことによ

り、再推計結果は４年度22億3,900万円、以降減少傾向でありまして、11年度21億2,600万円と

試算をされています。一方で、２年前の当初推計では、３年度20億2,600万円、４年度20億

1,200万円、７年度には20億円を下回り、11年度は19億6,500万円とされています。このことに

よって当初推計と再推計の差は、３年度から７年度までの５か年では９億1,200万円のプラス、

年平均で１億8,000万円のプラス、さらに３年度から11年度までの間では15億6,600万円のプラ

ス、年平均で１億7,000万円のプラス推計となっています。２年前の当初推計、何がそんなに

変わったのでしょうか。

ここ２年間のコロナの影響、令和３年度決算資料における財政健全化実行計画の検証では、

当初計画比１億5,000万円プラス、このうち市民税が１億3,300万円プラスであったとあります。

この傾向は今後も続くのでしょうか。２年前の当初推計の見積りよりも毎年１億円以上一般財

源が増えるということについて、財政効果としてはありがたいと思うところでありますが、こ

の点、２年前の推計から大きく乖離をしておりますので、市税見込みが大きく上方修正された

理由をお知らせください。

次に、歳出についてでありますが、人件費について伺います。

具体的方策の見直しで、独自削減を１年間前倒しで終了する。この件について、本定例会の

初日、条例改正で既に可決をされています。人件費削減効果に影響する具体的方策の見直しと
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して、職員数30人削減のペースを５年間から15年間ペースに変更されているという件について、

この変更が反映された再推計と当初推計効果額反映後の人件費を比較すると、令和３年度から

７年度までの５か年間で３億8,600万円となります。計画における効果額が11億5,900万円とさ

れていますので、効果額は大幅な減少となっています。

定員適正化、職員数の減は言うまでもなく、財政に対しては長期的な効果、累計効果です。

５年間で30人の減、その期間を15年間に延長する財政影響は、計画期間の５年間影響のみなら

ず、計画期間以降、推計を出していただいている令和８年度から11年度までの４年間の効果額

についても９億2,400万円が１億400万円と大幅に減少しています。職員の定年延長により定員

適正化がなかなか進められない事情はあると思いますが、先ほど述べた３年度から推計を提出

いただいている11年度までの人件費削減効果額は、独自削減分も含めれば、９年間で効果額20

億8,300万円とされていたものが、この再推計後の差引きでは４億9,000万円となっています。

この状況は、見直ししますではなくて、それによって財政削減効果にどう影響するのか、また、

これらの額を当初見積もっていた効果額、この大幅な減少分はどうするんだという説明がまず

は必要だと思います。人件費削減効果額の当初推計と見直し後再推計の大幅な乖離、私はこの

乖離があると思っていますけれども、このことについての見解と、人件費削減効果の減少した

分はどこで受け持つことになっているのですか、併せてお知らせください。

財政健全化実行計画３年目となる令和５年度予算編成方針に基づく予算編成作業がスタート

しているとお聞きをしています。11月１日、市長が職員に対して示した予算編成方針における

本市財政状況については、財政構造の改善は道半ばであり、決して改革の手綱を緩められる状

況にはないとあります。財政危機に対ししっかりと取り組むとされた決意だと思いますが、一

方では、今質問で触れています具体的方策の一部見直しは実行する、財政健全化達成に向けた

市の本気度は疑わしいと言わざるを得ません。

計画策定に関する議論経過については、冒頭振り返らせていただいたとおり、この計画の達

成は市民の協力をいただきながら財政の健全化を成し遂げる、この市の決意をもっての計画だ

と私は認識しております。その決意、この間、議場での議論としては述べられてきております

が、コロナ禍もあって、市が行う市民への説明機会は率直に言ってありませんでした。

当時、令和２年度に実施した市議会の意見交換会では、この点について市民意見として、補

助金削減など様々な歳出削減を実施しなければならなくなった理由や、財政健全化実行計画は

いつまでやるのか、達成できるのかといった御意見、御質問を頂戴しました。また、意見交換

会以外の場面でも、何で急に財政危機になったんだ、議員はきちんとチェックしていたのか、

補助金削減などさらなる市民負担を求める内容なのに、なぜ市は説明会を実施しないのだと、

こういった意見も聞かれたところであります。

この点については、計画進捗の公表や市民理解を得る取組、私も議会質疑で求めてまいりま

したし、この計画案に対しても、当初案にはなかった計画推進体制、こちらについても進捗管

理の体制の位置づけも求め、計画に盛り込まれています。
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計画達成の本気度が疑わしいと思う理由として、これら計画の進捗状況、計画実施による財

政の影響については市民の御協力を得て実施しているわけでありますから、求められるまでも

なく公表するのが重要だと思います。

この間、議会質疑などで求められれば議会に対する資料として作成、公表、行政改革懇談会

での説明や議論についても計画に位置づけられているので実施はしておりますが、その内容は

新聞報道で知るだけとなっており、議事録などの情報公開もされておりません。これらの情報

発信は、市側から積極的に行う思いはあるのでしょうか。計画の進捗も計画の見直しも行財政

改革懇談会の議論経過も、例えば市のホームページで見られる状況になっているでしょうか。

まずは情報発信、しっかりしていただきたいと思います。

２年前の財政健全化実行計画の策定、実施に当たり、市民の皆さんの受け止めは、よく分か

らないけれども、士別市は職員の人件費を削減しなくてはならない厳しい財政状況なのだ、だ

から水道料金の値上げもごみの有料化も公共施設の利用時間短縮もしようがない、それから１

年９か月です。決算状況が好転し、人件費に係る見直しを行うけれども、財政健全化の達成に

向けたその他改革の手綱を緩める状況にはない、引き続き市民の協力を得て財政改革を実現す

る、私には、現状市の対応がそのように見えているのですが、今後、市民の理解は得られます

か。

先ほど指摘したとおり、計画策定時点にも絶対的に不足していた市からの説明、また現状の

発信力の弱さ、見直しに当たってはより一層、そして積極的に伝えなくてはならない状況だと

思いますが、この点、市長はどうお考えでしょうか。市長の思いをお伺いし、この質問を終わ

ります。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 渡辺市長。

○市長（渡辺英次君）（登壇） 西川議員の質問にお答えします。

初めに、単年度収支黒字化の時期についてです。

当初計画策定時の議論においても、計画最終年度の令和７年度までに単年度収支黒字化を図

る計画とすべきとの御意見もいただいたところですが、９年度まで公債費が高い水準で推移す

ることから、計画期間内での達成は困難であり、当初の推計では黒字化は10年度になるものと

見込んでおりました。

単年度収支の黒字化に向けた考え方は、当初計画策定時と何ら変わらず、早期の実現を目指

すものですが、再推計においては具体的方策の一部の見直しのみならず、３年度に実施した総

合計画のローリングを反映させ、市内経済の活性化を図るため、投資的経費の事業量を確保し

た推計となっています。これについては、投資的事業の確保と財政健全化という相反するもの

のバランスを考慮する中で、妥当な範囲で収支が推移するものと考えており、見直し後の具体

的方策を着実に実施することで早期の健全化達成が見込めるものと判断をしているところです。

次に、資料の公表についてです。

今回お示しした資料は、４年度以降の推計と具体的方策の一部の見直しに伴うものであり、
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効果額を含めた一般財源ベースの再推計値として特に資料に過不足はないものと考えておりま

すが、既に決算資料として公表済みの２年度、３年度の実績を含めて比較可能な資料をお示し

するものとし、市民向けにつきましては改めて分かりやすく再編集するなど、周知の方法につ

いて検討してまいります。

次に、市税についてです。

市税の税収構造は基幹産業である農業の作況、そして個人事業主の所得状況に加え、製造業

などの企業業績に影響を与える円安などの国際情勢に大きく左右されます。２年度の当初推計

に当たっては、同年４月の緊急事態宣言により、社会経済や消費活動の停滞から、これまでの

暮らしが一変し、ひいては世界経済への感染症の影響が見通せない中、市税に与える影響は甚

大なものになると考えられていました。

しかしながら、その影響の規模や期間については予測が困難であったため、将来推計に当た

っては近年で税収への影響が一番大きかった平成20年のリーマンショックを一定の指標としま

した。その当時は、法人市民税に対する影響が最も大きく、リーマンショック前に約３億円あ

った税収が１億2,000万円まで減少し、その回復には５年を要したほか、これら企業業績が個

人所得にも波及し、個人市民税は向こう３年間の減収につながりました。これらを踏まえ、法

人市民税で令和３年度から７年度の５年間は約５割の減収、個人市民税は３年間、約８％の減

収、固定資産税においても企業の設備投資の抑制を見込み、算出をしたところです。

このたびの再推計に当たり、３年度の税収については、事業者に対する国の財政支援やコロ

ナ禍における新たな需要への対応、各種支援金による個人消費の下支えなどにより、見込みを

大きく上回り、結果としてその影響が限定的であったことから、当初リーマン級と見込んでい

た影響を見直し、４年度の状況を踏まえる中で算出をしたところです。これにより、７年度ま

では個人及び法人を合わせた市民税の見込みでは、当初推計と比較し、各年度で9,500万円か

ら１億7,600万円の増額を見込んだものです。このほか、固定資産税においても企業の設備投

資抑制による減収想定の見直しなどにより増額に転じ、各年度１億円以上の増額につながった

ものです。

次に、人件費についてです。

具体的方策の一部を見直し、独自削減の早期終了と定員削減の平準化を実施することにより、

当初見込んでいた効果額が減少することとなりますが、この影響は５年度以降の推計値に反映

されています。人件費の独自削減については、当初３年度からの３年間予定していたものを１

年前倒しして２年間で早期に終了することから、当初推計で５年度に見込んでいた効果額１億

8,600万円が削減されることとなります。

定員適正化については、当初５年間で30人削減する計画としていたものを、目標の人数は変

更せずに期間を15年に平準化することから、この効果額が薄まり、５年度から11年度までの７

年間で当初13億9,500万円の効果と見込んでいたものが11億2,800万円に減少し、差引き２億

6,700万円の減となり、独自削減と併せて人件費の効果額が４億5,300万円減少するものとしま
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した。これに対する財源としては、３年度決算の上振れ分や市税交付税の再推計で生じた増額

分において十分対応可能な範囲であるものと判断をしているところです。

次に、財政健全化に向けた本市の本気度についてです。

水道料金改定やごみの有料化などの議論や、今回の具体的方策の一部見直しについて、これ

らはそれぞれに改定や見直しの背景、理論に違いがあり、その都度、適切に行政としての説明

責任を果たしてきていると考えています。

人件費独自削減の早期解消と定員削減の平準化については、３年度決算を踏まえ、計画の評

価、検証を行い、一定の見通しが立つものと判断したことから、議会の代表者会議や職員団体

との協議の場でも、同じ資料を基に財政健全化実行計画における再推計と具体的方策の一部見

直しについて説明するとともに、記者会見を開催の上、市民周知を図ってまいりました。さら

に、先般開催した行財政改革懇談会においても同様の説明をしてきたところであり、その都度、

地元新聞にも掲載していただいたところです。

これまでの議会における議論の中でも、職員の採用抑制と人件費の独自削減について改める

べきとの御提言もいただいておりますし、行財政改革懇談会においても、モチベーションの低

下や人員不足などから思わぬミスや事故につながることを心配する御意見もいただいており、

15億円以上の財調を確保する中にあって、疲弊する市内経済に与える影響などの面からも見直

しは必然であると考えています。

この間、独自削減、人員不足の中、通常業務に加えコロナ対策等でこの２年間必死に行政サ

ービスを提供し続け、一日も早い健全化に向けて努力してきた職員に対し、通常の給料に戻す

ことについては一定の市民理解が得られるものと考えています。

職員人件費に関わるもの以外の具体的方策については、当初計画段階から市民生活に影響の

少ない事業の停止や縮小、長い間据え置かれ続けた補助金等の縮減、利用率の低い時間帯など

の施設管理の見直しなど、現状に見合った適正化を図るものがほとんどであり、この計画によ

って直接的な影響を受ける市民を限りなく少なくなるよう配慮した上で健全化の実現を目指す

ものです。この改革をしっかりやり切ることにより、持続可能な財政運営を実現しなければな

りませんし、本気度が変わることもありません。

次に、情報発信についてです。

財政に関連する情報は分かりづらい内容が多く含まれ、説明なしに資料を公表するだけでは

真意が伝わりにくく、誤解を招くおそれもあり、対応に苦慮するところもありますが、地元新

聞社の御協力もいただきながら記者会見を開催するなど、市民に情報が伝わるよう努めてきた

ところです。情報発信の重要性は十分認識しており、御指摘の財政健全化実行計画に関連する

情報についても、市ホームページや、わかりやすい予算書への掲載等も含めて検討し、周知に

努めてまいります。

以上申し上げ、答弁といたします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 西川議員。
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○７番（西川 剛君） 再質問します。

市の情報発信について、地元報道の皆さん、紙面を使って報道いただいているのは事実であ

りますけれども、市が正しい情報を伝えるのが苦慮してるので報道の皆さんに御協力いただい

てるというのは、あまりにもプレッシャーがあり過ぎますので、ぜひ市独自でのしっかりとし

た情報発信をまずはお願いしたいと思っています。

人件費効果額あるいは市税の見込みについて、数字についていただいたところです。再質問

で触れると、なかなか質疑を聞いてる方も難しいかと思いますけれども、リーマン級の削減を

見込んでいたコロナ禍、市税の影響は、当時リーマン級でいけば10％削減、同等の削減もある

だろうということで、それがそのようにならなかったということでありますけれども、コロナ

禍にあっては、現状国のほうが財務省を中心に、平時に向かって行けということも言っていま

すし、あるいは本市の状況でいけば、先ほど答弁の中で触れていただいております農業経営者

の部分、本市の基幹産業でありますから、これは課税客体ということではなくて、実際にその

営農が今後本市において続けてできるのか、酪農を中心とした課題、資材費の高騰の中で、現

在の経営体質あるいは納税額がしっかり確保できるのか、また、足元でいけば介護事業所、人

の確保しない中で一部休所をしている事業所も発生しています。

そもそも、本市においては人口減、この傾向については様々な取組によってなかなか改善す

ることがなく、そもそもの納税していただく市民の数が減っていくのだという、そういった部

分が根底にはあるのかと思いますので、そういった部分では短期的には見直せるのだというこ

とでありますけれども、やはり私どもとしては、令和２年度の財政危機、市がこういう状況を

生じさせてしまった、一方で、議員の私たちもその状況をチェック機能として果たすことがで

きなく、見過ごしてきたという思いもあって、この点、愁思をしておりますので、ぜひ先ほど

答弁の中でありました市民に向けた丁寧な説明の中で、そういった資料が出ることを強く望み

たいと思います。

やはり市長の中では本気度は減っていないということでありますけれども、令和５年度の予

算編成方針、改革の手綱を緩めるなという、やはりこの言葉に非常に違和感を感じます。この

計画の達成は、先ほど質問でも触れてるとおり、当然職員の人件費の削減もあります。この協

力なしにはなし得ないということは重々承知です。早く戻してあげたいというのは分かります。

だけれども、先ほど言った財政状況の改善に向けては、長期的には構造改善、構造改革をする

のだ。今、市長は答弁の中で市民の皆さんの影響の少ないところを削減してるとおっしゃって

いますけれども、物件費の上昇や、あるいは委託費の上昇など、先ほどの推計の中でどう見て

いるのか、やはりその分を予算措置しなければ市民の暮らしにどんどん影響が出るんじゃない

かという懸念をしております。

そういった意味では、やはりこれは繰り返しになっちゃいますけれども、初日の質問で実は

答弁いただいていない部分、これについてここで触れたいんですが、職員人件費の独自削減の

前倒し、令和５年度について9,000万円の効果額を減少するということを答弁いただきました。
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私は、さきの決算委員会の中で、来年４月は水道料金の値上げによって実質負担の額7,200万

円と指摘をしました。職員の皆さんの懐に入ることが9,000万円、一方で市民の皆さんから御

負担が7,000万円、地域にとってどういう影響があるのか、その部分についても現状、検討、

検証、分析、調査されていると思いますので、これについてもしっかりと、この効果、どう変

えたらどう地域にというのを、本当に早く市民の目に見えるような結果を、分析の部分含めて

期待したい、お願いしたいというところなんですけれども、この点についての現状の見解や、

また、地域においてどのような影響になるのだということについての資料の公表、これについ

ての見解をお伺いしたいと思います。よろしくお願いします。

○議長（井上久嗣君） 渡辺市長。

○市長（渡辺英次君） 私からまず、市民に対する周知についての部分、説明いたします。

ただいま私の答弁の中で対応に苦慮するところもあるというのは、やり方が分からないから

苦慮するということではなくて、答弁にありましたが、専門用語を使ってもなかなか伝わりづ

らいだろうと、そういったことがあります。西川議員から、これまで質問の内容にもあったと

おり、各種の資料請求がありましたが、例えば同じようなものを市民の方に見せたときに伝わ

るのかというと、それはまた別な問題だと思っています。そういう部分で苦慮しているという

ことを言ったことでありまして、苦慮しているから新聞報道に頼っているという趣旨ではまず

全くございません。今後につきましても、本当に市民の方も大変心配していただいていますの

で、その辺は分かりやすく伝わるように、誤解を招かないように周知をするように図ってまい

りたいと考えています。

以上です。

○議長（井上久嗣君） ここで暫時休憩いたします。

────────────────────────────────────────

（午前１１時２０分休憩）

（午前１１時２２分再開）

────────────────────────────────────────

○議長（井上久嗣君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。

佐藤財政課長。

○財政課長（佐藤寛之君） 西川議員の再質問についてお答えさせていただきます。

後段のほうで、水道料金の改定によって市民負担が増えると、その分人件費のほうは通常ど

おりに戻って、職員のほうに回るようなことがあるわけではなくて、これはそれぞれ別々な考

え方であるということで、先ほど市長からの答弁で申し上げておりますとおり、水道の料金改

定については、これは値上げせずに済むのであれば誰もそうしたいわけではないですけれども、

将来的なことを見据えて、どこが適正かという部分で審議会の答申もいただきながら、この間、

長い間議論を重ねて、こうだろうというところで議決をいただいているものでありますし、今

回人件費の独自削減、これを早期解消ということは、御意見はあろうかと思いますけれども、
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財調が15億円以上確保されてる中にあって、これをずっと続けていくということは困難であろ

うという判断をしております。

したがいまして、これは水道料金と議論を一緒にして、この分がこちらに行くということじ

ゃなくて、適正な水準がどこかということを、これは我々も判断をする中で今回見直しの説明

をさせていただいたといったことでございます。

以上です。

○議長（井上久嗣君） 西川議員。

○７番（西川 剛君） 私の質問をまとめていただいてありがとうございます。

再々質問いたします。

今、職員の人件費と水道料金の値上げについては同じものではないということで、私も同じ

ものだということで指摘したいわけじゃなくて、市の財政の取組が市民からどう見えるのかと

いうことについて、極めて端的な例をつなげて見ていただきました。４月からは職員の給与独

自削減が終わります、一方で水道料金の実質負担額が上がりますということは、これは事実と

してあるわけですので、そのことについて負担、その計画の、ここで住んでいる市民がそれを

どう見えるのかということで、今後、計画をさらに進めようと思ったときに、市民の理解を得

るためにはなお一層の情報発信やはり必要ですよねということで問うたところでございますの

で、今の答弁で結構です。

ぜひ、本気度はあるのだということを言っていらっしゃるんですけれども、本当に資料の公

表を、全体の、出して受け止める方が理解度、そこはもう結構です、要らないです。見て分か

る人はしっかり見て考えますので、ありのままの数字、市はこのように将来を予測している、

だから大丈夫なのだということをしっかり根拠を持った資料として、改めて早急に求めたいと

思いますけれども、この点について、公表のスケジュールなどについてお伺いできればと思い

ます。よろしくお願いします。

○議長（井上久嗣君） 佐藤課長。

○財政課長（佐藤寛之君） お答えさせていただきます。

西川議員からお求めのこの資料については、市民が必要とする資料でありますので、早急に

準備をしまして、推計自体はこの間何パターンも推計をしておりまして、いろんな前提条件を

踏まえてやっております。最終的な結果の前の段階、この部分ということでございますけれど

も、ちょっと誤解を招くおそれもある資料と考えてはおりますけれども、この部分も一定程度、

ありのままの数字を出すべきだということでございますので、整理をして最終日までにお示し

をさせていただきたいと考えています。

以上です。

○議長（井上久嗣君） 西川議員。

○７番（西川 剛君）（登壇） 次に、インボイス制度について質問します。

消費税における適格請求書等保存方式、いわゆるインボイス制度が来年、令和５年10月に導
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入される予定です。元年10月に、それまでの消費税率８％から10％への引上げに伴い、酒類、

外食を除く飲食料品と定期購読契約が締結された週２回以上発行される新聞を対象に消費税の

軽減税率制度が実施されたことにより、現在事業者は消費税等の申告等行うため、取引などを

税率ごとに区分して記帳するなどの経理を行うとともに、消費税に仕入税額控除を適用するた

めには８％、10％の区分経理に対応した帳簿及び請求書等の保存が要件になっています。

令和５年10月１日、インボイス制度導入以後、この請求書等の保存に代えて適格請求書発行

事業所から交付を受けた適格請求書等の保存が仕入税額控除の要件となることから、この適格

請求書を発行する事業所は適格請求書発行事業所としての登録を行うとともに、請求書には発

行事業所登録番号、適用税率及び税率ごとに区分して合計した消費税額等を記載する必要があ

るとされています。

来年10月１日からのインボイス制度導入に向け、発行事業者の登録申請は令和３年10月から

実施されてきておりますが、その登録申請の期日が来年、５年３月31日と迫っていることから、

最近は報道や制度周知も増えてきておりますし、それに併せて制度導入に当たっての課題もよ

く聞かれるようになりました。

そこで、市としてはこのインボイス制度について円滑な制度導入を図る立場だと思いますの

で、本市における対応状況や導入に当たっての課題などについて伺います。

まずは、令和５年10月に向けた市内事業者等の対応状況について聞きます。

本市における事業者のうち、消費税課税事業者、免税事業者のうち、インボイス発行のため

課税事業者となる事業者の数、また、それら事業者の登録状況をお知らせください。

課税事業者の増加見込数については、過去の政府答弁において、平成27年国勢調査から試算

すると、免税事業者約488万者のうち農協等に出荷する農林水産業、非課税売上げが主たる事

業の事業者を除いた免税事業者が約372万者、そのうち一般消費者との取引を除く企業間取引

の割合は４割程度とされており、課税事業者の増加見込みは161万者と試算されています。

また、本年10月末、全国における登録者数報告では、法人113万、個人事業主は29万とされ

ておりまして、この数字を令和２年法人税申告や個人の事業所得、不動産所得申告数を分母と

して計算すると、法人では40.3％、個人事業主では5.4％の登録といった現状数字もあるよう

でありますが、本市における状況はいかがでしょうか。制度移行によって影響のある事業者数

の状況、来年10月に向けた発行事業者の登録事業についてお知らせください。

次に、市の対応状況について聞きます。

インボイス制度においては、本市士別市も適格請求書発行事業者としての登録を行う必要が

あると聞いております。また、適格請求書の発行に関しては、使用料、手数料の納付書等にお

いて記載事項の変更など、対応が求められると思われますが、その対応状況はいかがでしょう

か。使用料、手数料に係る税額計算や納付書等への発行、さらには保存方法などシステム改修

も必要かと思いますが、対応費用も含めて現状をお知らせください。

インボイス制度導入における大きな問題として、インボイス発行事業者は取引の相手方、買
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手の求めに応じてインボイスを交付しなければなりません。インボイスを交付できるのは、税

務署長の登録を受けた発行事業者に限られ、免税事業者のままでは交付ができないことになり

ますので、発行するのであれば課税事業者になるという選択、検討が必要であります。この点、

免税事業者に関する課題について伺います。

１つは、インボイスの保存等が買手側の仕入税額控除の要件となることから、免税事業者等

の仕入れについて、こちら令和５年10月からの３年間は80％、８年10月からの３年間はその

50％を仕入税額として一部控除できる経過措置を設けられておりますが、それ以降も含めて原

則として免税事業者からの仕入れに関する仕入税額控除の適用を受けることはできません。

このことによって、買手側は控除額の減少により結果税負担が増えることへの懸念から、免

税事業者との取引を敬遠する可能性が指摘をされています。実際に昨年11月に公表された日本

商工会議所の調査によれば、課税事業者の２割超がインボイス制度導入後免税事業者との取引

は一切または一部行わない。経過措置の間は取引を行うと免税事業者との取引を見直す意向を

示しています。インボイス制度導入に合わせて免税事業者が取引から排除されることはないの

か、この点、市の事業においても水道事業や病院事業は消費税申告を行っていますので、これ

まで免税事業者から物品調達を行っている場合は、制度導入後仕入税額控除が減少します。あ

ってはほしくないのですが、発注先や入札参加資格の変更などが検討されていることはないの

でしょうか、お伺いします。

また、現在の発注状況で制度導入後の納税額の変化など、それぞれの事業の経営の影響につ

いてもお知らせください。

免税事業者の中には、収入が不安定な一人親方やデザイナー、少額の収入しかないシルバー

人材センターの会員など個人事業主やフリーランスが多く含まれ、とりわけシルバー人材セン

ターについては会員がインボイスを発行できないことから、センターは仕入税額控除ができな

くなり、新たにお客様からの預かり消費税分を納税する必要が生じ、運営が困難になると言わ

れています。

現在、令和６年４月からはシルバー人材センターにおける契約方法の見直しによって、セン

ターの税負担が増えない方向で検討がされているようではありますが、この令和５年以降、本

市のシルバー人材センターにおいても、仮に今言われている契約方法の見直しがその翌年、６

年４月に行われれば、その間の税額負担は数十万円との試算を伺っています。運営に対する影

響は少なくないと思いますが、市としての支援はできないのでしょうか、伺います。

２つ目の課題は、免税事業者がインボイス発行のために課税事業者となった場合、ただでさ

えコロナ禍や物価高騰で厳しい状況に置かれた中小事業者にとって、新たな税負担によって事

業継続がさらに困難になるのではないかという点でございます。

直近の情報では、政府与党が来年度の税制改正に３年間の消費税納付額の軽減方針を決定し、

小規模事業者がインボイス発行に伴い課税事業者となる場合の税負担を軽くし、制度の円滑な

導入を目指すとされておりますが、３年間の経過措置以降も含めて事業者にとっては新たな負
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担が生じることに変わりはありません。

インボイス制度はそもそも何のために行う制度なのでしょうか。消費税10％への引上げに併

せて軽減税率が導入されたことによって、結果８％、10％の複数税率の下で適正な課税を行う

ため必要だとされておりますが、事実、令和元年10月からのこの４年間、８％、10％の区分記

載請求書等保存方式、経過措置と言われていますが、現行制度で十分機能しているのではない

でしょうか。

インボイス制度導入によって、課税事業者増加見込み分、先ほども触れました政府発表では

消費税及び地方消費税の増収は2,480億円とされています。１事業者当たり課税売上げの平均

額550万円の場合は税負担額は15万4,000円の増であります。今触れた、政府はこれに対しての

税負担軽減も実施されるとされておりますが、やはり事業者にとっては大きな負担です。

現在の登録状況によりますが、制度導入に向け、現在免税事業者としては、まずは３月まで

の間どのように対応したらいいのか、免税事業者のままかインボイス発行のため課税事業者に

なるのか、登録申請に向けた判断のためにもさらなる制度周知が必要ではないかと思いますが、

本市における見解をお伺いし、この質問を終わります。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 法邑副市長。

○副市長（法邑和浩君）（登壇） ただいまの御質問にお答えします。

初めに、市内事業者の対応状況についてです。

適格請求書、いわゆるインボイスを交付しようとする事業者は、納税地を所轄する税務署長

に登録申請書を提出し、適格請求書発行事業者として登録を受ける必要があります。そのため、

本市で登録事業者数を把握することはできませんが、名寄税務署に登録申請状況を確認したと

ころ、10月末時点において課税事業者のうち、全国の事業者で45％、全道の事業者で47％が登

録済みで、名寄管内の事業者数は未集計とのことでした。

なお、国税庁適格請求書発行事業者公表サイトにおいて登録事業者の確認は可能となってい

ますが、住所地からの検索ができないため、士別市全体の件数の把握はできませんでした。

次に、本市の対応状況についてです。

インボイス制度の仕入税額控除の要件として、原則、適格請求書発行事業者から交付を受け

た適格請求書の保存が必要となります。したがって、本市が事業者に対して売手となる場合も、

市が発行する請求書が適格請求書に該当しなければ、買手である事業者は仕入税額控除を受け

ることができなくなります。このため、消費税の納税義務に関係なく、インボイス制度に適切

に対応する必要があります。

本年８月に、課税取引の実態等を把握するため、全庁的に調査を実施し、課税取引の内容や

請求書、納付書の発行方法などを確認するとともに、システム改修費用や窓口対応、歳入科目

の整理等を行ったところです。

一般会計における使用料、手数料等の課税収入に対応するためのシステム改修費用として約

60万円、水道・病院事業会計でのシステム改修費用として約400万円を見込んでいます。
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なお、インボイスの登録は一般会計、公共下水道、農業集落排水事業特別会計及び水道・病

院事業会計において申請登録を完了しているところです。

次に、市の工事発注や物品調達などの発注先や入札参加資格の取扱いについてです。

総務省から令和４年10月７日付で競争入札において消費税の適格請求書等保存方式に関する

入札参加資格を定めることについてで通知があり、技術的な助言がされたところです。本通知

において、適格請求書発行事業者でないものを競争入札に参加させないこととするような資格

を定めることなどについては適当でないと示されました。

本市においても、競争入札に参加するものに必要な資格として、適格請求書発行事業者でな

いことを理由とする取扱いの区別は行わない考えです。

次に、納税額の変化など経営への影響についてです。

一般会計は消費税法上、売上げと仕入れの消費税額を同額とみなすこととされていることか

ら消費税の申告義務が免除されており、インボイス発行団体になった後も同様の取扱いとなる

ため、影響はありません。

水道・、病院事業会計においては、免税事業者との取引が一定数は想定されることから、数

万円程度の負担が発生すると試算しています。

次に、シルバー人材センターの運営費に対する支援についてです。

シルバー人材センターは、高齢者の能力を積極的に活用し、臨時的、短期的な仕事を通じ、

生きがいの充実と活力ある地域社会づくりを推進するために設立された公共的団体に位置づけ

されているものと認識しております。

しかしながら、インボイスの影響に対する補助は、士別市補助金適正化ガイドラインの考え

方に反することや、税の負担を市費で対応することは公平性の観点からも問題があり、市が独

自に支援することは難しいと考えています。

現在、来年度の税制改正に向けて小規模な事業者の負担軽減策が議論されており、引き続き

動向を注視し、情報提供等に努めてまいります。

次に、制度周知についてです。

課税事業者となるか、引き続き免税事業者のままとするかは、取引先との関係や収支の状況

から、事業者による判断が必要となっています。そのため、制度理解、仕入先には経過措置な

どがあること、その内容を知っていくことは判断するためには大事な要素の一つと認識してお

ります。

これまでも名寄税務署や青色申告会などにおいて説明会が実施されており、本市においても

11月10日の年末調整説明会において制度の説明を行っています。今後は市内事業者に向けて送

付する償却資産申告書にチラシを同封することや、広報での周知に加えて、来年２月の確定申

告会場でも制度の周知に努めていきます。

また、個人で小規模事業者やフリーランスなどの免税事業者から相談があった際には、引き

続き税務署と連携して対応していく考えです。
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以上申し上げて、答弁とします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） まだ一般質問が続いておりますが、ここで昼食を含め、午後１時30分まで

休憩いたします。

────────────────────────────────────────

（午前１１時４７分休憩）

（午後 １時３０分再開）

────────────────────────────────────────

○議長（井上久嗣君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。

一般質問を続行いたします。

６番 奥山かおり議員。

○６番（奥山かおり君）（登壇） 第４回定例会に当たり、通告に従いまして質問いたします。

まず初めに、マイナンバーカードについてです。

マイナンバーが付与されました当初、12桁のマイナンバーが記載された書類は鍵のかかる場

所で保管しなさい。やたら人に見せてはいけませんと取扱いが厳重にされていたと認識してお

りました。国はマイナンバー制度の導入のポイントとして、公平公正な社会の実現、行政の効

率化、国民の利便性の向上と言っております。

マイナンバーカードは本当に必要なのかですとか、本当に個人情報が漏えいしないのだろう

かといった心配や、懸念される声、また、マイナポイントの使い方ですとかチャージの仕方が

分かりにくいなど市民の方から声が寄せられます。任意での申請でありますし、情報化社会と

いうことでネット上などでも賛否両論、様々な意見や偏見などがあると思っております。

デジタル化を推進していく必要は理解はしておりますが、持つとこんなに便利になりますと、

私自身もなかなか力強く言い返すことができません。コンビニでの住民票の交付など、分かる

ものもあるのですけれども、そんな中、９月には2023年度に創設し自治体に配分する予定のデ

ジタル田園都市国家構想交付金の一部について住民カード取得率が全国平均以上でなければ受

給を申請できない仕組みにするですとか、10月には2024年秋には健康保険証廃止ですとか、12

月末までマイナポイントを延長するといったお話、そしてつい先日、12月７日には、自治体の

デジタル化を支援するため政府が創設したデジタル田園都市国家構想交付金の受給要件が判明

し、一部の配分枠は住民のマイナンバーカード申請率が53.9％以上の自治体であれば申し込め

ると、目まぐるしく情勢が変化していると感じているところです。

士別市としても、広報での特集ですとか休日や夜間窓口の開設、新聞へ幾度と折り込まれて

くるチラシ、企業への訪問など、取得拡大に向けて取り組んでいることを承知しております。

士別市の現状として、庁議記録のほうにも、10月末現在の本市のマイナンバーカード交付率が

50.8％となった、北海道の48.9％を上回り推移しているとありましたが、最新の普及率につい

てお伺いをいたします。

また、年代別の普及率などについても、傾向が分かるようであれば併せてお示しいただきた
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いと思います。

２点目の質問としまして、今後、士別市においてはどのような活用が想定されるのか、お伺

いをいたします。

利活用の一つにマイナ保険証も想定されるかと思います。国はマイナ保険証の利用促進に向

けて、来年４月、原則全ての医療機関、薬局に対応できる設備の導入を義務化する。今現在、

士別市において保険証の提示が必要な病院など、医療機関や薬局など、カードリーダーなどの

普及に向けたスケジュールですとか扱える医療機関の整備がどのようになっているのか、教え

てください。

また、令和５年度予算編成方針におきまして、マイナンバーカードの利活用拡大や自治体Ｄ

Ｘの推進とあるように、デジタル田園都市国家構想交付金の利活用という観点から検討されて

いるものがあればお示しをいただき、１つ目の質問を終えます。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 渡辺市長。

○市長（渡辺英次君）（登壇） 奥山議員の質問にお答えします。

最初に、私から、デジタル田園都市国家構想推進交付金、マイナンバーカードの利活用拡大

及び自治体ＤＸの推進について答弁申し上げ、マイナンバーカードの交付率及び普及促進並び

にマイナ保険証については市民自治部長から答弁申し上げます。

国は、マイナンバーカードの利活用推進を含めた地方自治体におけるデジタルトランスフォ

ーメーションを推し進めるため、令和２年12月に自治体ＤＸ推進計画を定めました。この推進

計画は本年９月に改定され、デジタル田園都市国家構想実現に向けた取組が追加されるなど、

その内容が強化されています。

本市においても本年５月に士別市役所ＤＸ推進基本方針を決定し、国の自治体ＤＸ推進計画

に基づく各種施策の実施方針を示したところです。本推進基本方針において、マイナンバーカ

ードの利活用を進めるための施策として行政手続のオンライン化を掲げています。この行政手

続のオンライン化を本市におけるマイナンバーカード利活用推進の中心となる施策として、今

後、積極的に展開をする予定です。

これまで申請書を窓口で提出しなければならなかった様々な手続について、順次オンライン

による受付を可能とするオンライン市役所サービスを提供することで、行かなくてもよい市役

所を目指す考えです。

まずは、転出手続のオンライン化です。

このサービスは、現在、転入・転出の際には転出する市町村の窓口と転入先の市町村の窓口

それぞれに出向き、手続をしなければならないものを、マイナンバーカードを利用したオンラ

イン手続により、転出する市町村の窓口へは転出手続に行かなくてもよくするものです。

全国的に明年２月から運用が開始されることに伴い、本市においても同日からこのサービス

を開始します。

また、国の自治体ＤＸ基本計画でも優先的にオンライン化することが求められ、本市役所Ｄ
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Ｘ推進基本方針でも早期に予定をしている、子育てや介護に関する各種手続についても今年度

内にシステムを構築し、令和５年度当初からオンラインでの受付を開始できるよう準備を進め

ています。

このように、窓口で申請書を提出する従来の受付方法に加え、少しでも多くの手続をオンラ

インで受け付けることで市民の利便性が向上し、同時にマイナンバーカードの活用場面が増え

ることとなります。

今後は、マイナンバーカードがあれば市役所に行かなくても様々な手続ができる状況をつく

り出し、マイナンバーカードの利活用の幅を広げていく考えです。

また、こうしたデジタル社会実現に向けた取組についてはデジタル田園都市構想推進交付金

を活用することが可能です。既に国の令和３年度補正予算分の事業募集は終了していますが、

今般、４年度第２次補正予算分として５年度の実施事業を対象に事業募集が開始をされる予定

です。この交付金は、事業の性質に応じて優良モデル導入支援型やデータ連携基盤活用型など

幾つかの分類がありますが、一部の分類でマイナンバーカードの交付率が応募の条件となって

いるほか、残りの分類でも事業採択審査の際に、各市町村における交付率が補助金の額に直接

的に影響する取扱いとなっています。

本市の来年度予算においてこの交付金の活用を積極的に図るため、予算編成に併せ、対象と

なる事業を精査し、交付申請に向けた準備を進めているところです。今後本格化するデジタル

社会の利便性をより多くの市民に享受いただけるよう、まずはマイナンバーカード普及の促進、

行政手続オンライン化の推進を軸にＤＸ施策を進めてまいります。

以上申し上げ、答弁とします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 藪中市民自治部長。

○市民自治部長（藪中晃宏君）（登壇） 私からマイナンバーカードの交付率及び普及促進並びに

マイナ保険証についてお答えいたします。

まず、マイナンバーカードの交付率及び普及促進についてです。

11月末現在でのマイナンバーカードの交付率は、国が53.9％、北海道が52.2％、本市におき

ましては56.2％となり、２人に１人以上の方々にカードを交付している状況です。

本市における11月末時点での年代別取得状況は、20歳未満が51.1％、20歳から40歳未満が

52％、40歳から60歳未満が57.2％、60歳から80歳未満が60.6％、80歳以上が38.4％となってお

り、80歳以上の取得率が低い傾向になっています。

これまで、広報やホームページ、チラシの新聞折り込みなどによる周知活動や休日・夜間窓

口の開設による申請受付体制の強化を図ってきたところですが、年代別の取得状況も踏まえて、

勤労者層に対しては職員が直接企業等を訪問し申請手続をお受けする出張申請受付を実施して

いるほか、高齢者に対しましては、いきいき健康センターや市内老人クラブでの出張窓口の開

設、地域担当職員による高齢者実態調査での周知などを実施しているところです。

まずは現在国が行っているマイナポイント第２段の対象となるカード申請期限である12月末



－51－

に向けて、マイナンバーカードの普及勧奨事務を鋭意努めているところであり、今後について

は、特に取得率が低調な80歳以上の方々に対しては、保険証との一体化が進むことからも、よ

り丁寧な説明と対応策を検討してまいります。

次に、マイナ保険証についてです。

本年10月に、政府は令和６年秋に現行の健康保険証をマイナンバーカードと一体化するマイ

ナ保険証に切り替える方針を改めて示しました。マイナ保険証を活用する医療機関などにおけ

るオンライン資格確認等システムの運用状況ですが、11月27日現在での全国における運用状況

は36.3％であり、本市においても病院・診療所で３件、歯科診療所１件、薬局５件の合計９件、

運用率は33.3％と低い水準にとどまっております。

オンライン資格確認については、来年４月からの導入が原則として義務づけとなっているこ

とや安全・安心で質の高い医療を提供していくデータヘルスの基盤となる仕組みであることか

らも、システムの導入や国の補助金活用などについては、国や北海道から医師会等を通じて勧

奨されているところでもあり、医療機関等における早期での運用開始に期待しているところで

す。

以上申し上げ、答弁といたします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 奥山議員。

○６番（奥山かおり君） １点再質問をさせていただきたいのですけれども、取得率の関係の中で、

80代以上の方がまだ低調だということで、施設入所されている方とかそういう方に関してはど

のような対策とか、考えられているものがあればお尋ねをしたいのですけれども。その１点だ

け確認させてください。

○議長（井上久嗣君） 藪中部長。

○市民自治部長（藪中晃宏君） 基本的に、先ほど申し上げたとおり、80歳以上の高齢者に対しま

しては、御家族も含めてなかなか取得に積極的でないという傾向が見られております。現状で

は、施設に赴いてというのはコロナ禍ということもあってなかなかできませんけれども、先ほ

ど御答弁いたしましたとおり、これからの普及の、利便性ですとかというのを丁寧に御説明し

ながら、御家族含めてということになると思うのですが、普及に邁進してまいりたいと考えて

おります。

以上です。

○議長（井上久嗣君） 奥山議員。

○６番（奥山かおり君）（登壇） 次の質問に移ります。パートナーシップ制度について２点お伺

いをいたします。

2015年、東京都渋谷区と世田谷区のほうで同性カップルを自治体が証明したり宣誓を受け付

けるなどできるようになったパートナーシップ制度なのですけれども、法律上の性別が同性同

士のカップルは、結婚ができないことでたくさんのことで困ることはありますが、パートナー

シップ制度は国が法律で認める結婚とは全く違うものなので、相続などの問題は解決しません。
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パートナーシップ制度ですが、日本全体の人口に対する普及率は６割を超え、日本も大きく変

わってきております。

全国で導入している自治体は1,755自治体のうち242、道内におきましては、2017年に札幌市、

その後、江別市、函館市、北見市、帯広市がつい先日、12月１日にということで、また、今後

予定しているということで、苫小牧市が１月にということで、道内においては比較的人口の多

い都市で導入、検討されておりますが、パートナーシップ制度をつくり、同性カップルの存在

を正面から認めるということは自治体の規模に関係なくできることです。

2022年９月17日から18日、札幌市で開催されましたさっぽろレインボープライド、ＬＧＢＴ

Ｑなど性的マイノリティーの差別解消や権利主張を目的に行われる当事者と支援者によるパレ

ードのことなのですけれども、このパレードを通して、誰もが自分らしく日々笑顔で暮らせる

社会、多様性を受け入れる社会の実現を目指して開催されております。また、このさっぽろレ

インボープライド2022の公式マガジンということで、実行委員会から道内市長宛てにメッセー

ジ寄稿の依頼がありました。道内全て35市の市長がメッセージを寄せております。

士別市は、札幌レインボープライドが開催されますことを心からお喜び申し上げますととも

に、実行委員会をはじめ関係者の皆様の御尽力に深く敬意を表します。このイベントを通して、

全ての人が多様性を認め合い、尊重し合う豊かな社会が実現することを心からお祈り申し上げ、

お祝いと応援のメッセージといたします。

また、３つの質問に対して次のように回答しております。回答内容については市としての回

答であり、市長個人の見解ではありませんと注釈も添えられております。

１つ目の質問ですが、札幌市ではＬＧＢＴＱに関する取組をしている企業をＬＧＢＴフレン

ドリー企業として認定、登録する制度、ＬＧＢＴフレンドリー指標制度があります。同様の制

度の導入は各市においても必要と思われますが、そのつもりがあるか否かをお教えください。

また、どうしてそのように考えるのか理由もお聞かせくださいとの問いには、検討していきた

い。ＬＧＢＴフレンドリー指標制度を導入することにより多様な人材が活躍できる環境をつく

り上げることができると考えています。本制度の導入に向けて、まずは市が性的指向や性自認

についての理解を深めるための活動を行っていきたい。

２つ目の質問。今年、札幌地裁にて同性婚が認められていない日本の現状に違憲判決が下さ

れました。また、各種自治体が続々とパートナーシップ制度の導入を検討もしくは実際に導入

しています。このような傾向がある中でパートナーシップ制度を導入するつもりがあるか否か

を教えてください。また、どうしてそのように考えるのか理由もお聞かせくださいの問いには、

検討していきたい。パートナーシップ制度に対する社会全体の認識は深まってきている。

３つ目の問いは、多くのＬＧＢＴＱ当事者は義務教育の段階で性に関する自覚をし、それに

よって苦しむ場合があります。青少年の教育現場におけるサポートはＬＧＢＴＱに対しても必

要だと思いますが、これまで行ってきた取組について教えてください。また、今後実施したい

取組についてもお聞かせくださいの問いには、女子生徒が指定制服でスカートとスラックスの
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どちらかを選択できるように検討している。現状は未実施と回答しているわけなのですが、で

は、士別市におきまして、検討しているものの、どのようなスケジュールで進んでいくのか、

また関連しまして、２つ目の問いになるのですが、令和５年４月から道営住宅の入居条件が変

更となりましたが、実際に運用を見直すかは立地市の意向によるとされています。この点につ

いてお伺いをしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 大橋総務部長。

○総務部長（大橋雅民君）（登壇） ただいまの御質問にお答えいたします。

初めに、パートナーシップ制度についてです。

本制度は、地方自治体が同性同士が婚姻に相当する関係と認め、法的拘束力はないものの、

証明書を発行する制度です。この証明書による効力は、病院での入院手続や公営住宅への入居

のほか、生命保険における取扱いなど、地域によってはその範囲が拡大しつつある状況にあり

ます。

そこで、本市における制度の考え方についてです。議員からもお話のあったとおり、現在道

内においても比較的人口規模が大きい自治体において制度の導入や検討が進んでいる状況にあ

ります。本市では、第３期士別市男女共同参画行動計画における基本方針の中で、人権に関す

る啓発を推進するとともに、性的指向や性同一性障害を理由とする差別や偏見をなくす取組に

ついて検討が必要であることを示しており、これまで、市のホームページでの周知のほか、図

書館で性的マイノリティーに関する図書を展示するなど、多様な性に対する理解につながる取

組を進めてきたところです。

本市における制度導入については、現時点では具体的なスケジュールは定めていませんが、

先行的に取り組む自治体における成果や課題等を調査しつつ、性的マイノリティーに関する市

民の熟度などが高まる取組を進める中で、今後、制度の在り方及びその時期について検討して

まいります。

次に、公営住宅の入居資格についてです。

道営住宅の入居資格については、多様化するニーズへの対応として、10月に一部改正されま

した。その入居条件については、パートナーシップ関係であることを証する書面などの提出が

前提となっていることから、本市における制度の導入に併せて検討を進めてまいります。

以上申し上げ、答弁といたします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） ４番 中山義隆議員。

○４番（中山義隆君）（登壇） 令和４年第４回定例会一般質問に際しまして、一問一答方式で行

いたいと思います。

初めに、農業振興についてを議題にいたします。

昭和40年代より近代的農業として馬から耕運機へと替わり、トラクターやコンバインが普及

し、バインダーや稲架掛けは姿を消してしまいました。当時は稲を稲架掛けして乾燥すると納

屋まで運び脱穀。必ず稲わらが取れた時代でした。取れた稲わらは必ず家畜の飼料や敷きわら
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に使ったものでした。また、家庭などでの畳などにも利用されていた時代がありました。その

後、労働力不足、重労働といった中、近代的農業が振興して、現代では再利用できず、水田に

そのまますき込んでしまう現状です。圃場の土質に撥水性がなくなり、作物にとってはあまり

よいと言われていないので、現在では焼却する農家も少なくはないのです。また、もみ殻につ

いても、酪農・畜産での再利用がない農家では焼却してしまう。

そこで、今、国としても稲わらやもみ殻を飼料や肥料の高騰で再利用として見直されてきて

います。例えば麦わらの場合は、茎が堅く分解しづらいので、酪農・畜産関係では牛に二度踏

みという形の中で分解を促進して、また、稲わらは茎が柔く分解が速いとされています。そこ

で、稲わらに注目され、国は稲わら広域流通促進として、輸送費援助として１トン当たり最大

１万円、国産飼料の生産利用拡大事業としての中で支援するとされております。この内容は、

輸送距離の交付額は異なることがありますが、稲わらなど粗飼料の供給地域から畜産地帯への

輸送コストの、輸送費の相当額を交付する内容となっております。

また、国産稲わら利用拡大に向けた実証事業の概要として、ロール状の稲わらよりも効率的

に運搬、保管が可能な角形の生産、流通を実証し、ＪＡやコントラクターなどを支援する内容

で、支援の内容としては、稲わらを集め、角形に形成・包装する機械、ロール状の稲わらを角

形に再形成・包装する機械（購入またはリース費の半額以内を助成）、トラクターや稲わら運

搬機の購入・リース費の支援、稲わらの簡易保管庫の整備費・実証時の運搬費など半額以内の

助成、また、稲わらの飼料成分や安全性検査費などを定額で助成、このように国全体が肥料、

飼料の高騰で見直されている中、第１次産業の本市農業を守るためにも、耕畜連携を第一とし

て掲げ、堆肥化促進還元事業として推進できないものでしょうか、お考えをお聞きしたいと思

います。

また、バイオマス資源堆肥化施設の運営について、生ごみ・野菜残渣堆肥キッチンりぼんや

下水汚泥堆肥エコみち君の有効利用として保水剤のおがくずやもみ殻を使っているようですが、

年間どれくらいのおがくずやもみ殻を保水剤として利用しているのでしょうか、お聞きしたい

と思います。

また、成分的にどのような堆肥になっているのかもお伺いいたします。

保水剤を混ぜただけのものは良質堆肥とは言えないと思いますが、実際、よい堆肥としての

販売を目的とするのであれば完熟堆肥をつくるのが本来の販売ではないでしょうか、お伺いい

たします。

そこで、保水剤を粉砕機で粉砕して発酵促進を促すことで土壌にしみやすく分解しやすくな

るので推進するべきではないでしょうか、いかがでしょうか。

バイオマス資源堆肥化施設は、重機での切り返し方式で堆肥づくりを行っているようですが、

堆積する場所や切り返しする場所にはスペースがないため作業がしづらく、製品の置場が足り

ないということですが、そこで前回もお話しさせていただきましたが、堆積場所を選ばないと

いうことが可能なペレット状でフレコンや小袋と販路拡大を考えてはいかがでしょうか。
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また、ペレット状は現在の堆肥よりある程度の水分が必要なので、作成日数が短縮されるこ

とやスペース確保ができるのではないでしょうか。作業工程がスムーズになると思いますけれ

ども、いかがでしょうか、お伺いいたします。

また、剪定枝、街路樹や公園、公共施設からの雑木について、堆肥化の活用及び年間の受入

数量についてもお伺いしたいと思います。

また、十数年ほど経過する中で、この施設の中の機械器具についても、入れ替え、更新時期

について今後のお考えをお伺いいたします。

以上、１つ目の質問といたします。よろしくお願いします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 鴻野経済部長。

○経済部長（鴻野弘志君）（登壇） 中山議員の御質問にお答えします。

最初に、私から稲わら、もみ殻の有効利用等について答弁申し上げ、バイオマス資源堆肥化

施設の運営については市民自治部長から答弁申し上げます。

現在、市内で発生する稲わらやもみ殻については、一部の地域において堆肥の水分調整剤と

して利活用が図られていますが、多くの水稲農業者は、稲わらは圃場にすき込み、もみ殻は焼

却処分をしている状況にあります。

そこで、稲わら、もみ殻の有効利用について、現段階で国が示している国産飼料の生産利用

拡大事業ですが、これは、飼料自給率の向上を目的に、国産の稲わらや乾牧草といった粗飼料

の広域流通を促進するものであります。

事業内容としては、国産粗飼料を販売するＪＡなどを支援対象に、一定条件の下、稲わら等

の輸送距離に応じて助成金を交付するもので、対象となる輸送距離は50キロメートル以上であ

り、畜産農家が国産粗飼料を新たに増やした分を支援対象に、１トン当たり最大１万円を助成

するとされています。

堆肥の利活用については、肥料価格高騰対策として、本年６月から来年５月に購入する肥料

を対象に、化学肥料低減計画の一環として堆肥の利用などの取組メニューもあることから、国

の農業政策としても国産肥料の利用促進を進めている状況にあります。

本市第４次農業・農村活性化計画における土づくりの推進においても、耕畜連携による地域

資源循環を推進することとしています。また、耕種農家の畜産堆肥利用促進に対するアンケー

トでは、これを望むとする割合が65％の現状でもあります。稲わら・もみ殻を利用した堆肥の

製造を経済活動の伴う事業として進めるためには、需要と供給のバランスを勘案し、安全で良

質な農作物の持続的な生産に結びつけていくことが重要です。

こうしたことから、今後、耕畜連携などによる稲わらやもみ殻の利活用も含めた地域資源循

環について、ＪＡなどの関係機関と協議を進めてまいります。

以上申し上げ、答弁といたします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 藪中市民自治部長。

○市民自治部長（藪中晃宏君）（登壇） 私からバイオマス資源堆肥化施設の運営についてお答え
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いたします。

まず、堆肥製造の際、水分調整のための副資材として利用されているおがくずやもみ殻の数

量に関しましては、令和３年度では、おがくずで約240立方メートル、もみ殻は約1,100立方メ

ートルを使用いたしました。

次に、堆肥の成分については、生ごみを原料とした堆肥キッチンりぼんは、水分含有量が

29.1％、ｐＨが8.6、炭素窒素比が13.0、窒素が1.9％、りん酸が1.6％、加里が2.2％となって

います。

下水汚泥を原料とした堆肥エコみち君は、水分含有量が49.1％、ｐＨが8.0、炭素窒素比が

12.0、窒素が2.0％、りん酸が2.7％、加里が0.5％となっており、それぞれ毎年度成分分析を

実施し、その主要成分を市のホームページで公表しております。

次に、堆肥を製造するに当たり、もみ殻を粉砕機で細かくし、発酵促進させてはどうかとの

御提案についてです。

お話しのとおり、良質な堆肥を製造するため、もみ殻を粉砕し、発酵促進させることで土壌

になじみやすくなることが求められますが、当施設では加圧混練機を導入して製造を行ってお

ります。従来、もみ殻は分解発酵が難しいとされていましたが、この機械を使用することで原

料ともみ殻などの副資材に強い圧力をかけて混ぜ合わせて分解し、発酵に適した状態にするこ

とができるため、新たに粉砕機を導入する予定はありません。

次に、堆肥を粒状にしたペレット堆肥の製造については、ペレット化によって運搬が容易に

なることや汎用散布機で圃場に散布できること、フレコンバッグや堆肥袋に入れ高く積み上げ

ることで貯蔵面積を減らし、施設の有効利用ができることなどが利点として考えられます。し

かし、導入にあっては、機械の購入経費、ペレットにするまでの発酵を促すための切り返しを

行う場所が現状と同程度必要であり、また、品質を保ち一定期間保管するためには水分量を今

より下げる必要があることから、乾操させるための機材またはスペースが必要となります。こ

のようなことから、現状ではペレット製造は難しいものと考えております。

次に、剪定枝などの雑木受入数量とその活用方法ですが、３年度の実績で合計131トンを受

け入れており、施設に設置している樹木粉砕機により細かく粉砕し、おがくずなどと同等に副

資材として活用しています。

次に、施設内の機械器具の更新に関する今後の考え方については、平成25年度に施設の供用

を開始し約10年が経過しましたが、この間、経年劣化や故障もあり、随時補修を行ってきたと

ころです。また、異物混入による機械故障も発生していることから、市民に広報紙などでごみ

の分別や生ごみの出し方を周知し、御協力をお願いしているほか、職員や業者による点検、軽

易な補修などを随時行い、機械器具を可能な限り長く使用できるよう配意しながら現在の修繕

計画を基に更新していく考えです。

以上申し上げ、答弁といたします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 中山議員。
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○４番（中山義隆君） 何と言ったらいいか、自分は農家ですから、プロとしてやっているつもり

で、机の上で出している人たちとは違うということはまず最初に言わせていただいて、その中

で、先ほどの剪定や何かについては、現状現場を見に行きました。そうすると、数年前から堆

積して、その都度再利用がされていないということで、今現状、堆積したところに崩して踏み

固めて埋めているという状態でした。

そんな中で、どうしても現場を検証しなければそういったことは分からないのではないかな

ということと、あと堆肥についてなのですが、ペレット状のことについてでも、施設として考

えるのも一つの問題点もありますけれども、まずはそれを堆肥化として、先ほどｐＨから水分

調整から言っていただいた中で、ペレット状にすることによって販路拡大を考えるということ

の考え方をできないものだろうかということで質問として出したのですが、それなりの、今の

ところ考えられないということなのですが、となると、今の現状の施設で採算は取れているの

かということをお聞きしたいと思いますので、よろしくお願いします。

○議長（井上久嗣君） 藪中部長。

○市民自治部長（藪中晃宏君） 再質問にお答えいたします。

採算は取れておりません。

堆肥の製造費、施設の管理費、人件費等々入れますと、生ごみに関しましては、市民の皆さ

んに使用料ということでお支払いいただいていますし、事業所の方にも御負担をいただいてい

ますが、維持管理する分には到底追いついておりません。

以上です。

○議長（井上久嗣君） 中山議員。

○４番（中山義隆君） お言葉の中で、やり取りはあまり好きじゃないのですが、採算は取れてい

ないということで、今後どのような形で考えていくのか。自然体の消費拡大というか、そうい

う形で物事を持っていくのであれば、そういう考えは市としてあるだろうけれども。あくまで

も堆肥として、バイオマス資源堆肥化施設ということで堆肥ということになっているので、堆

肥をやはり売って、市長のよく言われる外貨を稼ぐというスタイルにはつながっていくと思う

のですが、今後、最後のほうに施設の老朽化の問題も出ていますけれども、そういうことをも

う少し考えていただけないかなというのと、あと、差し支えなければ、過去５年間ぐらいの収

支の数字が分かると採算が合う合わないが皆さんに分かるかなと思うのですが、いかがなもの

でしょうか。

○議長（井上久嗣君） 藪中部長。

○市民自治部長（藪中晃宏君） 再々質問にお答えいたします。

収支ですけれども、収入で申し上げますと、５年前、平成29年でいきますと、エコみち君と

キッチンりぼん、処理手数料を足して519万4,000円、支出が2,384万円、30年度で574万4,000

円の収入に対して3,486万6,000円、令和元年度では623万8,000円の収入に対して2,653万6,000

円、２年度では879万1,000円に対して2,953万6,000円の支出、３年度では838万6,000円の収入
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に対して6,057万7,000円の支出となってございます。

施設といたしましては、当然財源ですとか運営費については、100％とは言いませんが、一

定程度確保しなければなりません。そういった意味でも皆さんに一般ごみですとかプラごみ、

粗大ごみ等々での収集に関しましては一部御負担をいただいているということでございます。

この施設に関しましても、先ほど言いましたとおり、生ごみの使用料につきましては、こち

らにも入ってきているということであります。施設としては当然とんとんですとか、ちょっと

黒字になればいいなとは思いますけれども、本来あそこの施設は資源循環型の施設といったこ

とで、地域にある廃棄物、それから有効利用できる廃棄物も含めて再利用して地球に優しい、

環境に優しい、そういったことを目的に施設を建設しております。今、市ではゼロカーボンと

いうことで将来的な目標も掲げておりますが、温室効果ガスの削減に寄与すると、そういった

ことも含めて施設を運営しているもので、何とか黒字になればいいなとは思いますが、なかな

か収支については難しいと考えております。

以上です。

○議長（井上久嗣君） 中山議員。

○４番（中山義隆君）（登壇） ２つ目の質問として、令和５年度予算編成方針について、地方創

生の推進に向けた取組についてです。

予算編成方針の中で、士別市まち・ひと・しごと創生総合戦略、重点プロジェクトである農

業未来都市、合宿の聖地、まちの未らいを連携強化させ、さらに深化させていくことと、国の

動向を注視しなくてはならない士別市として、令和５年度農業未来都市をどのように強化、深

化させていくのか、お伺いいたします。

また、農業未来都市の長期計画及び短期計画の概要、現段階の考えをお伺いいたします。

よろしくお願いします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 渡辺市長。

○市長（渡辺英次君）（登壇） ただいまの御質問にお答えいたします。

地方創生の推進に向けた取組についてです。

本市の士別市まち・ひと・しごと創生総合戦略は、平成26年12月に策定された国のまち・ひ

と・しごと創生総合戦略を基に地域の実情に応じた地方版総合戦略として27年10月に策定をし

ました。

本戦略は、令和２年を目標年次として、地方創生交付金などの支援制度を活用しながら、農

業未来都市創造、合宿の聖地創造の２つの構想に基づく重点プロジェクトを展開し、人口減少

問題や経済の活性化に取り組んできたところです。

その後の第２期士別市まち・ひと・しごと創生総合戦略は、２年度から８年度までを計画期

間とし、国・北海道が目指す地方創世の基本的な考え方や新たな視点を勘案しながら、農業未

来都市創造、合宿の聖地創造に、まちの未らい創造を新たに加え、３つの重点プロジェクトの

連携強化により地方創生の深化を図る計画となっています。
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５年度予算編成方針では、地方創生に向けて３つの重点プロジェクトの創造を連携強化させ

深化させていくこととし、今後、国においてはデジタル田園都市国家構想に伴い、まち・ひ

と・しごと創生総合戦略を改定する予定であることから、国の動向を注視し、活用可能な財源

確保に努めることとしたところです。

農業未来都市の計画に関しては、農業未来都市創造による持続可能な足腰の強い農業・農村

をつくるを基本目標とし、持続可能な生産基盤の確立、担い手の確保・多様で安定的な経営体

の育成、スマート農業の推進、サフォーク羊の供給体制の充実の４つの基本施策を掲げ、短期

的には年度ごとの重要業績評価指標、ＫＰＩの達成を目標とし、最終的には８年度の数値目標

として、農家戸数450戸、成雌綿羊飼養頭数1,000頭の目標値を設定した計画となっています。

主な取組として、持続可能な生産基盤の確立では、道営農地整備事業中士別地区の農業者の

負担軽減による生産基盤の整備や中山間地域等直接支払交付金の活用による土づくりの推進、

担い手の確保・多様で安定的な経営体の育成では、農業・農村担い手支援規則に基づく支援や

地域おこし協力隊制度を活用した新規就農者の確保の取組を進めてまいります。

また、スマート農業の推進では、多面的機能支払交付金を活用したスマート農業の推進に向

けた取組などとしており、５年度においても目標達成に向けた取組を進めるとともに、まちの

未らい創造、合宿の聖地創造と連携を図る中で地方創生の深化に努めてまいります。

以上申し上げ、答弁といたします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 11番 谷 守議員。

○１１番（谷 守君）（登壇） 令和４年第４回定例会に当たり、通告に従いまして一般質問を

させていただきます。

１点目は、令和５年度予算方針に関することと健全な財政運営に関する条例の制定について

ということをテーマに質問させていただきます。

渡辺市政の下、来年度は士別市まちづくり総合計画の実行計画２年目を迎え、また、市長就

任より２回目の予算編成となり、今後、渡辺カラーを存分に発揮し、検証から実行していかな

ければならないと想像することから、初めに令和５年度予算編成方針関連についてお伺いしま

すので、よろしくお願いいたします。

まず、令和４年度の決算見込みについてお伺いいたします。

令和３年度の一般会計決算は、さきの決算審査でも確認したように、約７億円の黒字を確保

し、財政調整基金も15億円となるなど想定外の上振れとなり、計画との乖離が生じたことから

財政推計と財政健全化実行計画の具体的方策の一部見直しがなされることとなりました。

そこで、その示された財政再推計では、効果額を含めた令和４年度収支見込額は３億1,700

万円と推計しておりますが、現時点での決算見込みとの比較等について説明、コメントをいた

だきたいと思います。

次に、令和５年度予算編成方針関連についてお伺いいたします。

政府が今年度６月に示した経済財政運営と改革の基本方針2022では、その前段の一部に持続
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的な経済成長に向けて官民連携による計画的な重点投資を推進する、危機に対する必要な財政

支出はちゅうちょなく行い、万全を期す。経済あっての財政であり、経済をしっかり立て直す、

そして、財政健全化に向けて取り組むとあります。この骨太の方針は、政府が取り組むべき重

要課題を示したもので、来年度の予算編成の指針ともなるべきものであります。このような背

景の中、本市についても、これらの政府の方針と歩調を合わせるべく、これから２月末までか

けて予算編成作業に取組がなされることと思います。

そこでお伺いいたしますが、本市の令和５年度予算編成方針を踏まえ、令和５年度で特に力

を入れる新規事業や継続事業、また、施策など、今の段階でどのようなお考えなのか、お知ら

せいただきたいと思います。

また、前述した政府の骨太の方針の中では、政府が特に力を入れる分野として、人への投資

と分配を第一に掲げられております。当初は３年間で400億円の方針でしたが、５年間で１兆

円を投じることに変更、拡充になったところです。その一丁目一番地は持続的な賃上げであり

ます。消費を喚起して、企業収益が増大し、賃上げが一層進むという好循環に欠かせなく、何

より生活の安定と将来の希望につながることとなります。賃上げした企業には法人税の軽減や

行政機関が物やサービスを購入する政府調達を優先的に行うことも盛り込まれているようです。

人材の育成は人への投資の重要な柱であり、リカレント教育の推進、キャリアアップや兼

業・副業の促進、また、給付型奨学金を拡大し、柔軟な返還の仕組みなども掲げられているよ

うです。

また、人への投資は、イノベーション、スタートアップ、ＤＸに共通する中核的なものです。

これらのこと、特に消費を喚起して経済を回すことは渡辺市政の考えと共通する点が多々ある

ように見受けられますが、これらの分野での関連する重点施策も何かお考えがあれば紹介いた

だきたいと思います。

次に、健全な財政運営に関する条例の制定について述べさせていただきます。

本市の財政状況は、さきにも述べましたように、令和３年度決算では想定以上の上振れで黒

字決算となりましたが、財政状況を示す各指標については依然として類似団体と比べて高い状

況にとどまっています。近年において財政の健全化に対する取組、施策としては、中期財政フ

レームや士別市行財政運営戦略などの各種取組が今までなされてまいりました。現在は、２年

目として進行している財政健全化実行計画も道半ばの状況であり、実行計画終了後においても

本市の財政構造を想像するに予断を許さない状況であると思います。

本市に限らず、少子化を原因とした人口減少により歳入が減少し、同時に高齢化の進展によ

り歳出が拡大していくことは必須であり、そういう状況下において、特に本市においては財政

健全化の条例制定は必要になってくるのではないでしょうか。

平成17年に士別市財政状況の公表に関する条例が制定されておりますが、士別市における将

来にわたる持続的な財政の規律や健全性を確保することを目的として財政運営の基本原則、計

画的な財政運営に関する取組等を規定する、健全な財政運営に関する条例の制定をすべきと考
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えるところであります。市民が豊かにいつまでも安心して暮らせるまちの実現に向け、以上ま

で述べた点について本市の御所見を求め、１つ目の質問を終わります。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 渡辺市長。

○市長（渡辺英次君）（登壇） 谷議員の質問にお答えします。

まず、令和４年度の決算見込みについてです。

先般お示しした再推計における主な歳入のうち、市税については、コロナ禍以前の２年度決

算額を参考に、４年度予算額と同額としましたが、これを確保できるものと見込んでいるとこ

ろです。

地方譲与税等については、現行制度を基本とし、近年の動向から地方消費税交付税や法人事

業税交付金などの伸びを想定し、当初計画から若干の増加を見込み、８億3,100万円としたと

ころです。

地方交付税については、７月の交付税算定結果に基づき、特別交付税と合わせて80億9,500

万円を見込んだところですが、特別交付税については不確定要素があるものの、普通交付税に

ついては前年度と同様に追加交付が盛り込まれた国の第２次補正予算が可決、成立したことか

ら増額となり、再推計値から上振れをする見込みです。

一方、歳出のうち、人件費については、決算統計上の制度変更による扶助費からの移行分な

どを反映し、25億4,700万円とした一方で、同様の理由から扶助費については当初計画から減

少し、５億8,900万円としました。

公債費、投資的経費などについては、主に総合計画のローリングを反映し、物件費について

は燃料・物価高騰の影響などを考慮したところであり、歳出については再推計値とほぼ同額を

見込んでいるところです。

これらの結果、再推計では効果額を含めた一般財源ベースの単年度収支を３億1,700万円の

黒字と見込んだところですが、現時点での決算見込みとしては、普通交付税の上振れ要素を含

め、同額以上を確保できるものと考えています。

次に、令和５年度予算編成についてです。

３年度にローリングを実施したまちづくり総合計画の着実な推進を念頭に、感染症の影響や

燃料・物価高騰への対応など、市民の健康や暮らしを守りつつ、社会経済活動の回復に向けた

必要な対策を講じ、地域経済の好循環による持続可能なまちづくりに取り組んでまいります。

あわせて、３年目となる財政健全化実行計画については、各取組の検証結果と具体的方策の

一部見直しを踏まえ、引き続き歳入の確保や創意工夫による歳出の削減に努めてまいります。

そこで、私の政策実現に向けた具体的な取組については、市内経済を循環させる仕組みづく

りに向けて、４年度からの２か年事業として実施する地域経済循環分析をはじめ、地域特性を

生かしたゼロカーボン推進事業や学力向上など魅力ある学校づくりに向けた高校魅力化支援事

業などの事業を一部拡大の上、地域内の好循環によるまちづくり重点枠として予算化を図る考

えです。
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このほか、市民サービスの向上や業務の効率化を図るとともに、職員の働き方改革に向けた

デジタルトランスフォーメーションの推進やウエイトリフティングのインターハイに向けて、

万全な体制で開催できるよう、国の動向を注視し、活用可能な財源確保に努めながら取組を推

進していく考えです。

次に、経済財政運営と改革の基本方針2022、いわゆる骨太の方針において、新しい資本主義

に向けた重点投資分野の一つとして上げられる人への投資に関する新規事業としては、若年層

の地元への就業や定着促進に向けて、在学中に借りた奨学金の返済に対して支援をする奨学金

返還支援事業や、ＩＣＴ技術の活用による介護記録や医療情報の共有化を円滑化する仮称医療

介護連携ネットワーク事業に取り組むことで、介護職場での負担軽減や労働環境の改善などか

ら人材確保につなげていきたい考えです。

次に、健全な財政運営に関する条例の制定についてです。

このことについては、岐阜県の多治見市の条例が先駆けと言われており、全国で20数件の自

治体で制定されています。条例の主な内容としては、財政情報の共有や公開など透明性の確保

に関すること、予算の執行、基金管理、起債発行の制限など財政規律に関すること、債務保証

や損失補償、資金運用など財政リスクに関することなどを定めています。

こうした条例に位置づけることで財政の健全性を確保することを目的としているものが一般

的ですが、財政の悪化を未然に防止するため、法令等と比べて非常に厳しい基準や制限を定め

ているものもあります。

本市におきましては、令和７年度までを計画期間とする健全化実行計画の目標達成に向けて

しっかりと取組を進めていく考えであり、計画の進捗状況を踏まえながら、研究・調査に努め

てまいります。

以上申し上げ、答弁とします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 谷議員。

○１１番（谷 守君） １点、確認というか述べさせてください。

財政健全化に関する条例の制定についてということであります。

これは、令和７年度の現在進行中の財政健全化実行計画を見据えて今後検討されていくとい

う中身の答弁だったと思うのですが、この議会でも財政健全化に関する健全化判断比率、種々

報告いただいているところであります。

そこで、先ほど答弁の一部でもありましたけれども、他自治体でもそれに至るまでの厳しい

数値の目標ですとか、そういったものが考えられると。そこで、本来であればこの大きな項目

というのは予算編成と別な形で取り上げればよかったのですけれども、また機会を改めて、制

定していただけるような形で今後また別な機会で訴えたいと思うのですが、例えば今言った早

期健全化判断比率、今、実質赤字比率ですとか連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負

担比率、議会で報告もいただいているところであります。例えば本市の状況であれば、これに

至るまでの状況はもはや手後れの状況であって、それ以前の段階での網かけというのは当然必
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要になってくるというところで私も述べたつもりであります。

そこで、毎年度毎年度といいますか、首長が変わるごとに計画も策定されておりますが、士

別市の条例として、本当に健全化に対する条例というのは必要でないかなというところをあえ

てまた訴えさせていただきたいなと思います。

企業については一番は資金繰り、企業が事業、営業していく上では資金繰りが一番重要だと

思います。自治体については財政の健全化、財源あっての施策、これが一番重要だと思います

ので、その基となるものの制定に向けて、また今後、頭の中に入れていただきたいと思います

が、これに対してもう一言ちょっとコメントいただきたいなと思いますが、どうですか。

○議長（井上久嗣君） 渡辺市長。

○市長（渡辺英次君） 再質問に御答弁いたします。

ちょうど令和３年度から財政健全化実行計画ということで、今、計画期間真っ最中というこ

とでございます。ただいまの御提言いただきました条例につきましては、例えば平常時であれ

ば、今、谷議員からもお話があったとおり、そういった制定のことも想定はできるのかなと思

いますが、現況で実行計画を推進していく上でも、毎年毎年、国の動向が読めない中で、コロ

ナももちろんそうですけれども、物価高騰のこともありまして、全くその歳入も読みづらいと

いう状況ありますので、現段階ではこの条例の制定はちょっと難しいだろうということで、答

弁の中で７年度までは実行計画を軸にという答弁をさせていただきました。

今後、国の動向も含めて、社会の情勢も変わったときに、改めてまた検討のほうはしていき

たいと思っていますので、御理解をいただきたいと思います。

○議長（井上久嗣君） 谷議員。

○１１番（谷 守君）（登壇） ２点目は、駅前再整備事業についてお聞きいたします。

駅前再整備事業については、士別市まちづくり総合計画の第３章第５節、都市計画・交通の

中でその計画が定められております。

施策の５番目として、ＪＲ駅舎及び駅前広場の改修ということで、（１）老朽化が進む士別

駅を改修します。改修に当たっては、駅前広場と併せて公共交通結節点として利用者の利便性

確保を基本に、駅舎待合所にてバス待合の共有など必要な機能の整備、ＪＲの利用促進、駅前

における公有地の有効活用を図りますと、その取組が計画されているところです。施策アセス

メント評価ではこの交通の分野が唯一Ｃ評価であったことから、施策を後押しするためにも今

回お伺いするものです。

この駅前再整備につきましては、今まで議会でも数多くの議論がなされてまいりました。そ

んな中、本年３月18日の全員協議会において、士別市まちづくり総合計画の次期実行計画・展

望計画について次のような報告、説明がありました。

前実行計画に記載した駅前再整備事業のＪＲ士別駅舎の改修は白紙とし、駅前広場の改修に

ついては在り方を含めて中長期的に検討する。ただし、前計画期間中、公共交通結節点である

ＪＲ士別駅については、次世代モビリティーの取組など機能の強化を図ったというものです。
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これで駅舎改修については一定の結論が出たところでありますが、まずはそこに至った経緯な

どの御説明をお願いしたいと思います。あわせて、駅舎改修の白紙に伴い、駅前広場自体の整

備についても一旦フラットな考えになったのかも確認したいと思います。

まちなか交流プラザの完成に伴い、将来のまち並みや動線づくりを網羅するため、計画策定

により財源につながる士別市まちなか未らい計画の計画策定は、財政健全化実行計画途上もあ

り、その計画を断念していることであります。そのような背景の中、駅前整備については中長

期的に計画を再検討するとしていますが、うまく結論が出てくるのでしょうか。今期総合計画

期間中にも一定の方向性を示していくべきと考えます。

そこで、私は駅前ビル跡地の売却も含め、今後検討していくべきことを提案いたします。現

在は敷地の南側に市所有地と表現し、看板が設置されておりますが、今まで何か照会などあっ

たのでしょうか。民間活力こそ今後取り入れていくべきと考えます。

また、駅前広場の一角には北海道の土地も存在しております。全体の整備を考えた場合、北

海道の意向も確認しなければならないと思いますが、現在までの話合い経過なども確認したい

と思います。

市民の力で未来へ歩むまちづくり実現に向け、以上までの点についてお聞きし、２つ目の質

問を終わります。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 法邑副市長。

○副市長（法邑和浩君）（登壇） ただいまの御質問にお答えします。

初めに、ＪＲ士別駅の改修を白紙とした経緯についてです。

駅舎の改修については、これまでＪＲや士別商工会議所をはじめ、関係機関と改修に向けた

協議を重ねてきました。また、改修に当たっては、市がＪＲから駅舎の一部を区分所有として

譲り受け、その後の施工及び維持管理を継続することで検討してまいりましたが、令和３年４

月からの士別市財政健全化実行計画に基づき、大型公共事業など投資的経費を抑制するため、

一旦着手を見送ることとしました。

こうした中、３年12月には、士別市次世代モビリティービジョンに基づき、市内の交通事業

者と連携した取組として、バス路線の一部見直しと併せて駅前のバス停を士別駅舎内に移設し、

公共交通結節点である士別駅の機能強化や利便性の向上を図ったところです。これらの取組に

より、総合計画の前実行計画における駅舎改修の目的の一つであった駅舎待合所とバス待合の

共有については達成することができたため、総合計画のローリングと併せてＪＲなどと協議を

行い、改修は白紙としたところです。

次に、駅前広場の在り方の再検討などについてです。

駅前広場の整備については、駅舎と併せて庁内で民間活力による整備の方策など必要な機能

の検討を進めてきました。しかしながら、交通政策や都市機能における駅前空間の在り方など

を総合的に判断した結果、投資に見合った効果的な利活用が見込めない状況であったことから、

一度立ち止まり、総合計画の現実行計画においてさらに踏み込んだ検討が必要であると位置づ
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けたところです。

また、現在、駅前ビルの跡地には士別市所有地の看板を掲示しており、数年前に市外の企業

から相談が一度ありましたが、立地や面積などの条件が合わず、具体的な協議には至りません

でした。

なお、隣接の北海道が所有する土地については、昨年12月までバス待合所が設置されていた

ほか、緑地帯の一部に照明や流雪溝の配電設備などがあることから、これまで市有地と一体的

な活用について検討したことはありませんが、今後、必要に応じて北海道へ埋設物の位置確認

などを行ってまいります。

御提言の民間力を活用した公有地の有効利用については、プロポーザルや二段階一般競争入

札による売却など、民間事業者の柔軟な政策提案を生かして再整備を進めることが可能となる

ため、有益な手法の一つであると認識しています。

また、駅前ビルの跡地については、道路条件や一定の面積を有するなど、民間における事業

展開や将来における発展性は一定あるものと考えています。今後、市としては、人口減少や公

共交通を取り巻く社会情勢の変革に対応しながら、道の駅や駅周辺の都市施設が持つ機能やま

ちなかの回遊性などを大局的に見る中で、民間への売却による利活用も含めて検討をさらに進

めてまいります。

以上申し上げ、答弁といたします。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 谷議員。

○１１番（谷 守君）（登壇） ３点目は、帯状疱疹ワクチン予防接種費用の一部助成について

質問したいと思います。

多くの予防接種は、まだ病原体に感染したことがないため、感染のリスクがあり、病気にか

かると重症化しやすい小さな子供のうちに受けることが多いようでありますが、今回は大人に

なってから検討すべき予防接種について触れたいと思います。

大人になってから、成人ワクチン接種の種類としては現在十数種類あるようですが、まずそ

の中で、ここでは法律で定められた機関で接種した場合、公費負担のある肺炎球菌とインフル

エンザのワクチン接種について確認したいと思います。

2021年２月に接種が始まった新型コロナウイルスのワクチン接種は、今まで接種状況など議

会でもその都度報告をいただいておりました。そこで、この肺炎球菌ワクチンとインフルエン

ザワクチンの接種状況についてまずは確認したく、お知らせいただきたいと思います。接種概

要や対象者、人数、費用面などの状況を参考までお示しいただきたいと思います。

次に、帯状疱疹ワクチン予防接種費用の一部助成についてです。

帯状疱疹は水ぼうそうと同じウイルスで起こる皮膚の疾患で、体の左右どちらかの一部に痛

みと赤い発疹、水膨れが生じるものです。免疫力が弱まる50代から発症率が高まり、80歳まで

に約３人に１人がかかるとされています。つらい神経痛だけではなく、顔面麻痺や難聴、目ま

いなども引き起こす厄介な疾患で、痛みは３、４週間続き、約２割の人に３か月以上痛みが続
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く後遺症が残ると言われています。不活化ワクチンの予防接種によって発症を予防できるとさ

れており、予防効果は97.2％と言われております。

このように、高齢者で発症しやすく、痛みなどの健康問題となりやすいことから、現在、厚

生労働省の審議会では定期接種化が検討されておりますが、現状、予防ワクチンは任意接種で

全額自己負担のため、ためらう対象者も多く、普及が課題となっております。そういったこと

から、高齢化率40％を超える本市にとっても、日常生活のクオリティーを下げずに過ごすこと

が見込まれる接種費用の助成事業をタイムリーに始められることを提案するものであります。

以上、本市の帯状疱疹の予防接種の対応状況、費用などの現況も報告いただき、費用助成の

可能性についても答弁をいただき、最後の質問を終わります。 （降壇）

○議長（井上久嗣君） 東川健康福祉部長。

○健康福祉部長（東川晃宏君）（登壇） ただいまの御質問にお答えいたします。

初めに、肺炎球菌ワクチンとインフルエンザワクチンの接種状況についてです。

肺炎球菌ワクチンは、平成26年10月から定期接種となっており、その際の対象者は60歳から

65歳未満の方で心臓、腎臓、呼吸器や免疫機能に障害を有する方と、65歳以上の方を対象とし

ていました。31年度には対象者の見直しが行われ、65歳以上で５歳刻みの年齢の方が定期接種

の対象となっています。

定期接種に対しての補助は令和５年度末までとされており、１人について１回のみとなって

います。

５歳刻みの対象者数は年間約1,600人で、接種実績は、平成31年度94人、令和２年度101人、

３年度66人で、今年度は10月末までに50人が接種している状況です。

接種費用については7,700円で、この２分の１の3,850円を公費負担としています。

次に、インフルエンザワクチンについてです。

対象者は65歳以上の方と60歳から65歳未満の方で、心臓、腎臓、呼吸器や免疫機能に障害を

有する方です。

ここ３年間の対象者数は年間約7,400人で、接種実績は、平成31年度3,375人、令和２年度

4,250人、３年度3,716人です。

接種費用は医療機関により異なりますが、おおむね3,500円であり、本市では市立病院単価

3,520円の２分の１の1,760円を公費負担としています。

次に、帯状疱疹ワクチンについてです。

帯状疱疹は、水痘・帯状疱疹ウイルスが加齢や免疫抑制その他の原因によりウイルスが再活

性化して起こる病気です。

現在、日本では２種類のワクチンが薬事承認されており、１つは水痘ワクチン、もう一つは

乾燥組換え帯状疱疹ワクチンで、いずれのワクチンも50歳以上の方が対象です。

水痘ワクチンは、接種回数が１人１回となっており、接種費用は医療機関によって異なりま

すが、おおむね7,700円となっています。このワクチンは、帯状疱疹の予防に効果はあります
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が、免疫機能に異常を有する方には接種できません。また、アメリカでの臨床試験によると、

発症予防効果は50歳から60歳代で約70％とされ、その効果は５年程度とされています。

一方で、乾燥組換え帯状疱疹ワクチンは、平成30年に薬事承認されたばかりで、接種回数は

２回となっており、費用は１回当たり２万円から３万円となっています。このワクチンは、国

際共同臨床試験によると、予防効果は、50歳以上で約97％、70歳以上で約90％とされ、効果は

９年以上と報告されています。既に市内の幾つかの医療機関でも接種が可能となっており、実

際に接種された方もいると伺っているところです。

御提案のありました本市で接種費用の助成を行う場合、市内の50歳以上の方約１万1,000人

に対し、肺炎球菌やインフルエンザ予防接種の実績を参考にし、単価の２分の１、接種率を

50％として算出すると、市の助成額は、水痘ワクチンで約2,080万円、乾燥組換え帯状疱疹ワ

クチンで約１億2,400万円となります。

現在、国において平成29年度から各年齢ごとの罹患率や有効性、効果の持続期間も考慮した

ワクチンの使用や対象者の設定など、定期接種化に向けて調査・研究が進められています。本

市としては、自治体負担により接種を促進するのではなく、国の責任において希望する市民が

ひとしく接種できるようにすべきと考えていることから、定期接種化における国の動向を注視

してまいります。

以上申し上げ、答弁といたします。 （降壇）

────────────────────────────────────────

○議長（井上久嗣君） 以上で本日の日程は終了いたしました。

なお、明日は午前10時から会議を開きますので、御参集願います。

本日は、これをもって散会いたします。

御苦労さまでした。

（午後 ３時０２分散会）


